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岡山県知事　石 井　正 弘

　「環境の世紀」といわれる21世紀は、私たち一人ひとりが、地球の
将来のために何をすべきかを考え、積極的に取り組んでいくことが求
められている時代です。地球環境の保全は、人類共通の課題であると
ともに、県民の課題でもあり、その推進のためには、「県民等の環境
や協働に対する意識と行動」と「環境と経済の調和」が欠かせませ
ん。特に地球温暖化対策については、本県では、太陽光発電の導入支
援や電気自動車の普及推進などに積極的に取り組んでいるところです
が、国において、温室効果ガスの排出量を2020年までに1990年比で
25％削減することを新たな目標として掲げられたことから、産業や
民生、運輸などあらゆる分野で、これまで以上の取組が必要となって
います。また、今年は、国連が定めた「国際生物多様性年」に当たり、
名古屋市で「生物多様性条約締約国会議」が開催されるなど、生物多
様性の重要性が国内外で再認識される年でもあります。
　こうした中、県では、昨年９月、行財政構造改革への取組や社会経
済情勢の変化に対応するため、県政推進の基本指針「新おかやま夢づ
くりプラン」を改訂し、「暮らしやすさ日本一」の岡山を目指し、「水
と緑のプログラム」、「地球環境プログラム」などの戦略的プログラム
を重点的に推進しております。
　また、「新岡山県環境基本計画（エコビジョン2020）」に基づき、「よ
り良い環境に恵まれた持続可能な社会」を目指し、県民、環境NPO、
事業者など多様な主体と行政が、環境保全意識を共有し、社会のすべ
ての構成員の参加と協働による環境保全への不断の取組を継続すると
ともに、環境を核とした地域の活性化や地域産業の振興を総合的に推
進していくこととしています。
　この環境白書は、岡山県環境基本条例第８条に基づき、平成20年度
における本県の環境の状況や環境保全のために講じた施策などを中心
に掲載し、公表するものです。県民の皆様が環境問題を考え、研究や
活動に取り組むためにご活用いただければ幸いです。

平成22年（2010年）２月
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の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるも

のを除く。）及び悪臭によって、人の健康又は生

活環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに

人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育

環境を含む。第9条第1号及び第13条第4項におい

て同じ。）に係る被害が生ずることをいう。

（基本理念）

第３条　環境の保全は、県民の健全で恵み豊かな環

境の恵沢を享受する権利を実現し、健全で恵み豊

かな環境を将来の世代へ継承する責任を果たすこ

とを旨として、行われなければならない。

２ 環境の保全は、社会経済活動その他の活動によ

る環境への負荷をできる限り低減することその他

の環境の保全に関する行動により、人と自然との

共生が確保されるとともに持続的に発展すること

ができる社会が構築されることを旨として、すべ

てのものの参加の下に行われなければならない。

３ 地球環境保全（人の活動による地球全体の温暖

化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生

生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範

な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保

全をいう。第23条において同じ。）は、人類共通の

課題であるとともに県民の健康で文化的な生活を

将来にわたって確保する上での課題であることに

かんがみ、積極的に推進されなければならない。

（県の責務）

第４条　県は、前条に定める環境の保全についての

基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、環境の保全に関する基本的かつ総合的な施策

を策定し、及び実施する責務を有する。

２ 県は、基本理念にのっとり、市町村が実施する

環境の保全に関する施策について支援又は協力す

るように努めなければならない。

（市町村の責務）

第５条　市町村は、基本理念にのっとり、環境の保

1 総合的環境保全関係

(１) 岡山県環境基本条例
（平成8年10月1日　岡山県条例第30号）

（平成9年 4月1日　施行）

目　　次

第１章　総則（第１条－第８条）

第２章　環境の保全に関する基本的施策

第１節　施策の策定等に係る指針（第９条）

第２節　岡山県環境基本計画（第10条）

第３節　県が講ずる環境の保全のための施策等

（第11条－第22条）

第４節　地球環境保全及び国際協力の推進（第

23条・第24条）

第３章　岡山県環境審議会への提言（第25条－第

27条）

第４章　雑則（第28条）

附則

第1章　総　　則

（目的）

第１条　この条例は、本県の恵まれた環境が県民共

有の財産であることにかんがみ、環境の保全につ

いて、基本理念を定め、並びに県、市町村、事業

者及び県民の責務を明らかにするとともに、環境

の保全に関する施策の基本となる事項等を定める

ことにより、環境の保全に関する施策を総合的か

つ計画的に推進し、もって現在及び将来の県民の

健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的

とする。

（定義）

第２条　この条例において「環境への負荷」とは、

人の活動により環境に加えられる影響であって、

環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるも

のをいう。

２　この条例において「公害」とは、環境の保全上

の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴っ

て生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚

濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化す

ることを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤

資料編（1 総合的環境保全関係）
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第2章　環境の保全に関する基本的施策

第１節　施策の策定等に係る指針

第９条　この章に定める環境の保全に関する施策の

策定及び実施は、基本理念にのっとり、次に掲げ

る事項の確保を旨として、各種の施策相互の有機

的な連携を図りつつ総合的かつ計画的に行われな

ければならない。

一　人の健康が保護され、及び生活環境が保全さ

れ、並びに自然環境が適正に保全されるよう、

大気、水、土壌その他の環境の自然的構成要素

が良好な状態に保持されること。

二　生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存

その他の生物の多様性の確保が図られるととも

に、森林、農地、水辺地等における多様な自然

環境が地域の自然的社会的条件に応じて体系的

に保全されること。

三　人と自然との豊かな触れ合いが保たれること。

第２節　岡山県環境基本計画

第10条　知事は、環境の保全に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、岡山県環境基本計

画（以下この条において「環境基本計画」という。）

を定めなければならない。

２　環境基本計画は、次に掲げる事項について定め

るものとする。

一　環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策

の大綱

二　前号に掲げるもののほか、環境の保全に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために必

要な事項

３　知事は、環境基本計画を定めるに当たっては、

県民、事業者及び市町村の意見を反映することが

できるように、必要な措置を講ずるものとする。

４　知事は、環境基本計画を定めるに当たっては、

その基本的な事項について、あらかじめ、環境基

本法（平成5年法律第91号）第43条第1項の規定に

よる岡山県環境審議会の意見を聴かなければなら

ない。

全に関し、当該市町村の区域の自然的社会的条件

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。

２　市町村は、基本理念にのっとり、県が実施する

環境の保全に関する施策に協力するように努めな

ければならない。

（事業者の責務）

第６条　事業者は、基本理念にのっとり、その事業

活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる公

害を防止し、又は自然環境を適正に保全するため

に必要な措置を講ずる責務を有する。

２　事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上

の支障を防止するため、その事業活動を行うに当

たって、その事業活動に係る製品その他の物が廃

棄物となった場合にその適正な処理が図られるこ

ととなるように必要な措置を講ずる責務を有する。

３　前二項に定めるもののほか、事業者は、基本理

念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するた

め、その事業活動を行うに当たって、その事業活

動に係る製品その他の物が使用され又は廃棄され

ることによる環境への負荷の低減に資するように

努めるとともに、その事業活動において、再生資

源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、

役務等を利用するように努めなければならない。

４　前三項に定めるもののほか、事業者は、基本理

念にのっとり、その事業活動に関し、これに伴う

環境への負荷の低減その他環境の保全に自ら努

め、その保有する環境への負荷に関する情報を広

く提供するとともに、県又は市町村が実施する環

境の保全に関する施策に協力する責務を有する。

（県民の責務）

第７条　県民は、基本理念にのっとり、環境の保全

上の支障を防止するため、その日常生活に伴う環

境への負荷の低減に努めなければならない。

２　前項に定めるもののほか、県民は、基本理念に

のっとり、環境の保全に自ら努めるとともに、県

又は市町村が実施する環境の保全に関する施策に

協力する責務を有する。

（岡山県環境白書）

第８条　知事は、毎年、環境の状況及び環境の保全

に関して講じた施策等を明らかにした岡山県環境

白書を作成し、公表しなければならない。
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「負荷活動」という。）を行う者がその負荷活動に

係る環境への負荷の低減のための施設の整備その

他の適切な措置をとることとなるよう誘導するた

め、必要かつ適正な経済的な助成その他の措置を

講ずるように努めるものとする。

２　県は、負荷活動を行う者がその負荷活動に係る

環境への負荷を低減させることとなるよう誘導す

るため、その負荷活動を行う者に適正かつ公平な

経済的な負担を課する措置について調査及び研究

を行い、その結果、その措置が必要である場合に

は、そのために必要な措置を講ずるように努める

ものとする。

（環境の保全に関する施設の整備その他の事業の

推進）

第15条　県は、環境の保全に関する公共施設及び公

共的施設の整備を図るために必要な措置を講ずる

ものとする。

２　前項に定めるもののほか、県は、河川、湖沼等

の水質の浄化その他の環境の保全に関する事業を

推進するため、必要な措置を講ずるものとする。

（快適な環境の創造）

第16条　県は、快適な環境を創造するため、優れた

自然景観の形成その他の必要な措置を講ずるもの

とする。

（資源の循環的利用等の推進）

第17条　県は、環境への負荷の低減を図るため、市

町村、事業者及び県民による資源の循環的な利用、

エネルギーの有効利用及び廃棄物の減量が促進さ

れるように、必要な措置を講ずるものとする。

２　県は、環境への負荷の低減を図るため、県の施

設の建設及び維持管理その他の事業の実施に当た

っては、資源の循環的な利用、エネルギーの有効

利用及び廃棄物の減量に努めるものとする。

（環境の保全に関する教育、学習等）

第18条　県は、環境の保全に関する教育及び学習の

振興並びに環境の保全に関する広報活動の充実に

より、事業者及び県民が環境の保全についての理

解を深めるとともにこれらの者の環境の保全に関

する活動を行う意欲が増進されるようにするた

め、必要な措置を講ずるものとする。

（民間団体等の自発的な活動を促進するための措置）

第19条　県は、事業者、県民又はこれらの者の組織

５　知事は、環境基本計画を定めたときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。

６　前三項の規定は、環境基本計画の変更について

準用する。

第3節　県が講ずる環境の保全のための施策等

（施策の策定等に当たっての配慮）

第11条　県は、環境に影響を及ぼすと認められる施

策を策定し、及び実施するに当たっては、環境への

負荷の低減に資する措置その他の環境の保全のため

に必要な措置を講ずるように努めるものとする。

（環境影響評価の推進）

第12条　県は、土地の形状の変更、工作物の新設そ

の他これらに類する事業を行う事業者が、その事

業の実施に当たりあらかじめその事業に係る環境

への影響について自ら適正に調査、予測及び評価

を行い、その結果に基づき、その事業に係る環境

の保全について適正に配慮することを推進するた

め、環境影響評価に関する手続等の整備その他の

必要な措置を講ずるものとする。

（規制の措置）

第13条　県は、公害を防止するため、公害の原因と

なる行為に関し、必要な規制の措置を講ずるもの

とする。

２　県は、自然環境を保全することが特に必要な区

域における土地の形状の変更、工作物の新設、木

竹の伐採その他の自然環境の適正な保全に支障を

及ぼすおそれがある行為に関し、その支障を防止

するため、必要な規制の措置を講ずるものとする。

３　県は、採取、損傷その他の行為であって、保護

することが必要な自然物の適正な保護に支障を及

ぼすおそれがあるものに関し、その支障を防止す

るため、必要な規制の措置を講ずるように努める

ものとする。

４　前三項に定めるもののほか、県は、人の健康又

は生活環境に係る環境の保全上の支障を防止する

ため、必要な規制の措置を講ずるように努めるも

のとする。

（誘導的措置）

第14条　県は、環境への負荷を生じさせる活動又は

生じさせる原因となる活動（以下この条において

資料編（1 総合的環境保全関係）
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び第27条において「知事等」という。）の施策に

ついて、環境の保全に関する提言を行うことがで

きる。

一　県内に住所を有する者

二　県内に事務所又は事業所を有する個人及び法

人その他の団体

三　県内に存する事務所又は事業所に勤務する者

四　県内に存する学校に在学する者

五　前各号に掲げるもののほか、知事等の施策に

利害関係を有するもの

（適用除外）

第26条　次に掲げる事項に関する提言については、

前条の規定は、適用しない。

一　判決、裁決等により確定した権利関係に関す

る事項

二　裁判所で係争中の事項又は行政不服審査法

（昭和37年法律第160号）に基づき不服申立てを

行っている事項

三　公害紛争処理法（昭和45年法律第108号）に

基づきあっせん、調停、仲裁又は裁定の申請を

行っている事項

四　地方自治法（昭和22年法律第67号）第75条第1

項の規定により監査の請求を行っている事項又は

同法第242条第1項の規定により住民監査請求を行

っている事項

五　地方自治法第124条の規定により岡山県議会に

請願を行っている事項

六　その他法令（告示を含む。）の規定により意見

の申立て等の手続を行っている事項

（提言及び調査審議の手続）

第27条　第25条の規定による提言は、その趣旨及び

理由その他規則で定める事項を記載した書面によ

り行わなければならない。

２　審議会は、提言の内容が環境の保全に関するも

のと認められないこと等により提言についての調

査審議を行わないこととしたときは、提言を行っ

たもの（以下この条において「提言者」という。）

に対し、速やかに、書面によりその旨を通知しな

ければならない。

３　前項の通知には、理由を付さなければならない。

４　審議会は、提言についての調査審議を行うこと

としたときは、その旨を知事等に通知しなければ

する民間の団体（次条において「民間団体等」と

いう。）が自発的に行う環境の保全に関する活動

が促進されるように、必要な措置を講ずるものと

する。

（情報の提供）

第20条　県は、第18条の環境の保全に関する教育及

び学習の振興並びに前条の民間団体等が自発的に

行う環境の保全に関する活動の促進に資するた

め、個人及び法人その他の団体の権利利益の保護

に配慮しつつ環境の状況その他の環境の保全に関

する必要な情報を適切に提供するように努めるも

のとする。

（調査及び研究の実施）

第21条　県は、環境の保全に関する施策を策定し、

及び適正に実施するため、公害の防止、自然環境

の保全その他の環境の保全に関する事項につい

て、必要な調査及び研究を行うものとする。

（監視等の体制の整備）

第22条　県は、環境の状況を把握し、及び環境の保

全に関する施策を適正に実施するために必要な監

視、巡視、測定、試験及び検査の体制の整備に努

めるものとする。

第４節　地球環境保全及び国際協力の推進

（地球環境保全の推進）

第23条　県は、すべての日常生活及び事業活動にお

いて地球環境保全が積極的に推進されるように、

必要な措置を講ずるものとする。

２　前項に定めるもののほか、県は、地球環境保全

に資する施策を推進するものとする。

（国際協力の推進）

第24条　県は、環境の保全に関する技術の移転、研

修の実施、情報の提供等により、国際協力の推進

に努めるものとする。

第3章　岡山県環境審議会への提言

（環境の保全に関する提言）

第25条　県民参加の下に環境の保全を図るため、次

に掲げるものは、審議会に対して、知事その他の

県の執行機関及び公営企業管理者（以下この条及

資料編（1 総合的環境保全関係）
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ならない。

５　審議会は、調査審議のため必要があると認める

ときは、知事等若しくは提言者に対し説明若しく

は必要な資料の提出を求め、又は実地調査を行う

ことができる。

６　審議会は、調査審議の結果、必要があると認め

るときは、知事等に対し、施策の是正その他の措

置を講ずべき旨の意見書を提出することができ

る。

７　知事等は、前項の意見書の提出を受けたときは、

これを尊重しなければならない。

８　審議会は、提言者に対し、速やかに、書面によ

り調査審議の結果を通知しなければならない。

９　審議会は、毎年、提言及び調査審議の状況を公

表しなければならない。

第4章　雑　　則

（規則への委任）

第28条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。

資料編（1 総合的環境保全関係）
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（２）平成20年度新岡山県環境基本計画の実施状況
基本目標１：地域から取り組む地球環境の保全

資料編（1 総合的環境保全関係）
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基本目標２：循環型社会の形成

資料編（1 総合的環境保全関係）

103岡山県環境白書



基本目標３：安全な生活環境の確保

資料編（1 総合的環境保全関係）
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基本目標４：自然と共生した社会の形成

資料編（1 総合的環境保全関係）
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推進目標１：参加と協働による快適な環境の保全

資料編（1 総合的環境保全関係）
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推進目標２：環境と経済が好循環する仕組みづくり

（３）環境審議会への提言及び調査審議の状況
提言件数・調査審議回数

資料編（1 総合的環境保全関係）
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２　地域から取り組む地球環境の保全関係
（１）酸性雨調査結果

資料編（2 地域から取り組む地球環境の保全関係）
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３　循環型社会の形成関係
（１）グリーン調達ガイドラインに基づく平成 20年調達実績

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（２）岡山県エコ製品品目別認定件数

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（３）岡山県エコ製品事業者別一覧

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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資料編（3 循環型社会の形成関係）
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資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（４）岡山エコ事業所一覧

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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資料編（3 循環型社会の形成関係）
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資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（５）容器包装リサイクル法に基づく分別収集実施市町村 （平成21年度計画）
（第５期市町村分別収集計画による）

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（６）平成21年度の市町村別の分別収集見込み量 （平成21年度計画）
（第５期市町村分別収集計画による）

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（７）ごみ処理の推移

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（８）ごみ処理の状況

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（９）ごみ処理の有料化の状況

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（10）市町村（一部事務組合）の一般廃棄物焼却施設
ア　焼却施設

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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イ　粗大ごみ処理施設

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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ウ　再生利用施設一覧表

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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エ　し尿処理施設

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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オ　最終処分地施設

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（11）し尿処理の推移

（12）し尿処理の状況

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（13）市町村一般廃棄物焼却施設概要一覧表

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（14）浄化槽保守点検業の岡山県知事登録状況

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（15）産業廃棄物の実態（平成19年度実績）

（ア）業種別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量

（イ）種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（16）第２次岡山県廃棄物処理計画の概要

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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資料編（3 循環型社会の形成関係）
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資料編（3 循環型社会の形成関係）
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（17）産業廃棄物焼却施設のダイオキシン類測定状況（平成19年度）

ア　ダイオキシン類測定実施状況（施設数：岡山市、倉敷市分を除く。）

イ　ダイオキシン類排出濃度測定結果

ウ　ダイオキシン類排出濃度分布

資料編（3 循環型社会の形成関係）
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４ 大気環境関係（安全な生活環境の確保）
（１）大気汚染に係る環境基準

資料編（4 大気環境関係）
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（２）環境大気測定局一覧

資料編（4 大気環境関係）
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資料編（4 大気環境関係）
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（３）大気環境監視網

　　　環境大気測定局配置図

資料編（4 大気環境関係）
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（４）環境基準の達成状況の推移（％）

（５）オキシダント情報・注意報の発令日数

資料編（4 大気環境関係）
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（６）オキシダント情報・注意報の発令回数

資料編（4 大気環境関係）
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（７）大気汚染防止法及び岡山県環境への負荷の低減に関する条例に基づく設置届出等件数

資料編（4 大気環境関係）
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（８）大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設・揮発性有機化合物排出施設及び
　　粉じん発生施設の種類別設置状況

資料編（4 大気環境関係）

147岡山県環境白書



（９）岡山県環境への負荷の低減に関する条例に基づくばい煙発生施設等の設置状況

（10）大気汚染防止法に基づく施設の所管別、法区分別内訳

（11）岡山県環境への負荷の低減に関する条例に基づく施設の所管別内訳

資料編（4 大気環境関係）
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５　水環境関係（安全な生活環境の確保）
（１）水質の環境基準
  （ア）健康項目の環境基準超過状況

資料編（5 水環境関係）
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資料編（5 水環境関係）
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  （イ）生活環境の保全に関する環境基準

資料編（5 水環境関係）

151岡山県環境白書



資料編（5 水環境関係）

岡山県環境白書152



（２）県下水域の環境基準類型の指定概略図
  （ア）ＢＯＤ又はＣＯＤ等に係る環境基準類型

資料編（5 水環境関係）
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  （イ） 全窒素及び全りんに係る環境基準類型

（３）水域区分別の環境基準達成状況

（４）項目別の環境基準適合状況

資料編（5 水環境関係）
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（５） 環境基準点における水質の経年変化
  （ア）BOD，CODの測定結果

資料編（5 水環境関係）
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（６）全窒素、全りんの測定結果
  （ア） 全窒素

  （イ） 全りん

資料編（5 水環境関係）
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番 　 　 　 　 　 　 　 　 号

調 　 　 査 　 　 地 　 　 点

用 　 　 　 　 　 　 　 　 途

調 　 　 査 　 　 機 　 　 関

カ ド ミ ウ ム

全 シ ア ン

鉛
六 価 ク ロ ム

ひ 素

総 水 銀

ア ル キ ル 水 銀

ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル

ジ ク ロ ロ メ タ ン

四 塩 化 炭 素

１ ・ ２ ― ジ ク ロ ロ エ タ ン

１ ・ １ ― ジ ク ロ ロ エ チ レ ン

シ ス ― １ ・ ２ ― ジ ク ロ ロ エ チ レ ン

１ ・ １ ・ １ ― ト リ ク ロ ロ エ タ ン

１ ・ １ ・ ２ ― ト リ ク ロ ロ エ タ ン

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン

１ ・ ３ ― ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン

チ ウ ラ ム

シ マ ジ ン

チ オ ベ ン カ ル ブ

ベ ン ゼ ン

セ レ ン

硝 酸 性 窒 素 及 び 亜 硝 酸 性 窒 素

ふ っ 素

ほ う 素

要 監 視 項 目
0.
01

N
D

0.
01

0.
05

0.
01

0.
00
05

N
D

N
D

0.
02

0.
00
2
0.
00
4
0.
02

0.
04

1
0.
00
6
0.
03

0.
01

0.
00
2
0.
00
6
0.
00
3
0.
02

0.
01

0.
01

10
0.
80

1

1
玉
野
市
八
浜
町
大
崎
生
活
用
水

岡
山
県

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
11

0.
25

N
D

2
瀬
戸
内
市
牛
窓
町
牛
窓
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

3.
0

0.
33

0.
14

3
備
前
市
吉
永
町
福
光
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

2.
3

0.
09

0.
04

4
赤

磐
市

穂
崎
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

3.
2

0.
43

N
D

5
和

気
町

藤
野
一
般
飲
用

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
09

0.
20

N
D

6
総

社
市

富
原
そ
の
他

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

4.
0

0.
11

N
D

7
早

島
町

早
島
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

5.
7

N
D

0.
03

8
笠

岡
市

押
撫
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
81

N
D

N
D

9
井

原
市

北
山

町
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

2.
8

0.
10

N
D

10
浅
口
市
鴨
方
町
六
条
院
西
一
般
飲
用

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

15
N
D

N
D

11
里

庄
町

新
庄
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
03

0.
51

N
D

全
マ
ン
ガ
ン

0.
50

ウ
ラ
ン

0.
00
32

12
高
梁
市
有
漢
町
有
漢
一
般
飲
用

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

4.
5

0.
09

N
D

13
新
見
市
哲
西
町
大
竹
一
般
飲
用

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

2.
8

N
D

N
D

14
津

山
市

鉄
砲

町
そ
の
他

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

3.
7

0.
11

N
D

15
美

咲
町

越
尾
そ
の
他

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

4.
8

N
D

N
D

16
真
庭
市
下
中
津
井
一
般
飲
用

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

1.
9

N
D

N
D

17
美

作
市

余
野
一
般
飲
用

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

3.
0

N
D

N
D

18
勝

央
町

植
月

北
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

4.
4

N
D

N
D

19
西

粟
倉

村
長

尾
そ
の
他

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
95

0.
13

N
D

20
岡
山
市
金
岡
東
町
そ
の
他
国
交
省

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
03

21
岡
山
市
金
岡
東
町
そ
の
他

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

22
岡
山
市
藤
原
西
町
そ
の
他

〃
N
D

N
D

0.
01
1

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
04

0.
22

N
D

23
倉

敷
市

安
江
そ
の
他

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
70

0.
14

N
D

24
岡

山
市

立
田
生
活
用
水

岡
山
市

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
99

N
D

25
岡

山
市

苔
山
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
30

0.
30

N
D

26
岡

山
市

海
吉
そ
の
他

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

2.
1

0.
17

0.
07

（
注
）
項
目
の
下
欄
は
地
下
水
環
境
基
準
値
　
　
　
　
　
　
は
、
環
境
基
準
値
を
超
過
し
て
い
る
検
体
。

N
D
  は
、
不
検
出
又
は
測
定
下
限
値
以
下
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。

（
７
）
地
下
水
質
の
測
定
項
目
別
検
出
状
況

概
況
調
査
の
測
定
結
果

（
単
位
：
m
g/

r
）

資料編（5 水環境関係）
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番 　 　 　 　 　 　 　 　 号

調 　 　 査 　 　 地 　 　 点

用 　 　 　 　 　 　 　 　 途

調 　 　 査 　 　 機 　 　 関

カ ド ミ ウ ム

全 シ ア ン

鉛

六 価 ク ロ ム

ひ 素

総 水 銀

ア ル キ ル 水 銀

ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル

ジ ク ロ ロ メ タ ン

四 塩 化 炭 素

１ ・ ２ ― ジ ク ロ ロ エ タ ン

１ ・ １ ― ジ ク ロ ロ エ チ レ ン

シ ス ― １ ・ ２ ― ジ ク ロ ロ エ チ レ ン

１ ・ １ ・ １ ― ト リ ク ロ ロ エ タ ン

１ ・ １ ・ ２ ― ト リ ク ロ ロ エ タ ン

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン

１ ・ ３ ― ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン

チ ウ ラ ム

シ マ ジ ン

チ オ ベ ン カ ル ブ

ベ ン ゼ ン

セ レ ン

硝 酸 性 窒 素 及 び 亜 硝 酸 性 窒 素

ふ っ 素

ほ う 素

0.
01

N
D

0.
01

0.
05

0.
01

0.
00
05

N
D

N
D

0.
02

0.
00
2
0.
00
4
0.
02

0.
04

1
0.
00
6
0.
03

0.
01

0.
00
2
0.
00
6
0.
00
3
0.
02

0.
01

0.
01

10
0.
80

1

27
岡
山
市
瀬
戸
町
大
井
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

4.
8

0.
10

0.
09

28
岡
山
市
瀬
戸
町
大
内
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

2.
1

0.
18

N
D

29
岡
山
市
建
部
町
小
倉
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

2.
1

0.
11

N
D

30
倉

敷
市

羽
島
生
活
用
水

倉
敷
市

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
52

0.
30

0.
06

31
倉

敷
市

福
井
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
12

0.
17

32
倉
敷
市
児
島
味
野
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

3.
0

0.
07

0.
11

33
倉
敷
市
玉
島
八
島
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

0.
82

0.
24

N
D

34
倉
敷
市
連
島
町
西
之
浦
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

6.
3

0.
28

0.
06

35
倉
敷
市
真
備
町
下
二
万
生
活
用
水

〃
N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

N
D

12
0.
12

N
D

（
注
）
項
目
の
下
欄
は
地
下
水
環
境
基
準
値
　
　
　
　
　
　
は
、
環
境
基
準
値
を
超
過
し
て
い
る
検
体
。

N
D
  は
、
不
検
出
又
は
測
定
下
限
値
以
下
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。

番 　 　 　 　 　 　 　 　 号

調 　 　 査 　 　 地 　 　 点

用 　 　 　 　 　 　 　 　 途

調 　 　 査 　 　 機 　 　 関

カ ド ミ ウ ム

全 シ ア ン

鉛
六 価 ク ロ ム

ひ 素

総 水 銀

ア ル キ ル 水 銀

ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル

ジ ク ロ ロ メ タ ン

四 塩 化 炭 素

１ ・ ２ ― ジ ク ロ ロ エ タ ン

１ ・ １ ― ジ ク ロ ロ エ チ レ ン

シ ス ― １ ・ ２ ― ジ ク ロ ロ エ チ レ ン

１ ・ １ ・ １ ― ト リ ク ロ ロ エ タ ン

１ ・ １ ・ ２ ― ト リ ク ロ ロ エ タ ン

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン
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（８）平成21年度海水浴場水質調査結果（開設前）
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（９）海水浴場位置図

（10）水質汚濁防止法に基づく特定事業場数

（11）瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特定施設の許可申請等の件数

（12）岡山県環境への負荷の低減に関する条例に基づく特定事業場数

資料編（5 水環境関係）
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（13）　調査農薬別の検出状況

資料編（5 水環境関係）

岡山県環境白書162



 

（14）自然海浜保全地区指定状況

資料編（5 水環境関係）
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６　騒音・振動・悪臭関係（安全な生活環境の確保）
（１）騒音に係る環境基準

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（２）騒音に係る環境基準のあてはめ地域（一般地域・道路に面する地域）
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（３）新幹線鉄道騒音に係る環境基準とあてはめ地域

（４）航空機騒音に係る環境基準とあてはめ地域

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（５）一般地域（道路に面する地域を除く。）の騒音測定結果

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（６）道路に面する地域における騒音測定結果
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（７）平成20年度新幹線鉄道騒音・振動調査結果

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（８）瀬戸大橋線列車騒音（橋梁部）測定結果（評価値）の推移
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（９）騒音規制法・振動規制法に基づく指定地域と区域区分（自動車騒音に係るものを除く）

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（10）騒音規制法・振動規制法に基づく自動車騒音及び道路交通振動に係る区域区分

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（11）平成20年度騒音規制法施行状況調査（工場・事業場数）

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（12）平成20年度騒音規制法施行状況調査（施設数）

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（13）平成20年度振動規制法施行状況調査（工場・事業場数）

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（14）平成20年度振動規制法施行状況調査（施設数）

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（15）工場・事業場に係る騒音・振動の規制基準

（16）特定建設作業に係る騒音・振動の規制基準

（17）要請限度（自動車騒音・道路交通振動の規制）

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（18）悪臭防止法に基づく規制地域と区域の区分

資料編（6 騒音・振動・悪臭関係）
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（19）悪臭の規制基準
（ア）特定悪臭物質
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（イ）臭気指数
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７ 有害化学物質関係（安全な生活環境の確保）
（１）平成20年度ダイオキシン類環境調査結果

（ア）大気

資料編（7 有害化学物質関係）
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（イ）公共用水域

資料編（7 有害化学物質関係）
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資料編（7 有害化学物質関係）
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（ウ）地下水質

資料編（7 有害化学物質関係）
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（エ）土壌
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（
２
）
平
成
20
年
度
有
害
大
気
汚
染
物
質
環
境
調
査
結
果
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（３）平成20年度岡山県化学物質環境モニタリング調査 （旧名称：環境ホルモン等実態調査）

（ア）調査の目的

（イ）調査概要

（ウ）調査結果の概要

資料編（7 有害化学物質関係）
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（エ）今後の対応
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別図　平成20年度岡山県化学物質環境モニタリング調査地点図

固定点（10地点、毎年調査） 準固定点（15地点、1回／3年調査）

①高梁川　　　：下倉橋 ⑪西川　　：布原橋

グループ1
（H19年度）

②旭川　　　　：乙井手堰 ⑫旭川　　：落合橋

③吉井川　　　：熊山橋 ⑬吉井川　：嵯峨堰

④笹ヶ瀬川　　：今保通学橋 ⑭足守川　：引舟橋

⑤笹ヶ瀬川　　：笹ヶ瀬橋 ⑮里見川　：鴨方川合流点

⑥倉敷川　　　：倉敷川橋 ⑯高梁川　：中井橋

グループ2
（H20年度）

⑦児島湖　　　：湖心 ⑰小田川　：三谷橋

⑧水島地先海域：玉島港沖合 ⑱旭川　　：八幡橋

⑨児島湾　　　：波張崎南 ⑲吉井川　：周匝大橋

⑩播磨灘北西部：大多府島東南沖 ⑳小坂部川：巌橋

@1成羽川　：神崎橋

グループ3
（H21年度
実施予定）

@2吉野川　：鷺湯橋

@3美山川　：栄橋

@4笹ヶ瀬川：相生橋

@5伊里川　：浜の川橋

資料編（7 有害化学物質関係）
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地
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別
の
調
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備
考
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N
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は
、
検
出
限
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未
満
の
こ
と
で
あ
る
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８　その他環境関係（安全な生活環境の確保）
（１）（独）日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター周辺に係る監視測定結果

資料編（8 その他環境関係）

岡山県環境白書198



資料編（8 その他環境関係）
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（２）中津河捨石堆積場周辺に係る監視測定結果

資料編（8 その他環境関係）
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（３）回収ウラン転換実用化試験に係るプルトニウム監視測定結果

資料編（8 その他環境関係）
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（４）レンガ製造等に係る周辺環境保全確認書に基づく監視測定結果

（５）管理目標値

資料編（8 その他環境関係）
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９　自然環境関係
（１）自然環境保全審議会開催状況（平成20年度）

（２）自然保護基礎調査の実績

資料編（9 自然環境関係）
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（３）県自然環境保全地域等の指定

資料編（9 自然環境関係）
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（４）公有化の状況

（５）「岡山県版レッドデータブック」選定種のカテゴリー別集計表

資料編（9 自然環境関係）
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（６）自然公園の許可申請、届出件数一覧表

資料編（9 自然環境関係）

岡山県環境白書206



（７）中国自然歩道岡山県ルートの興味地点

資料編（9 自然環境関係）
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（８）中国自然歩道の整備概要

（９）狩猟免許者の推移

（10）狩猟者登録数の推移

資料編（9 自然環境関係）

岡山県環境白書208



（11）鳥獣による農林水産業被害状況

（12）鳥獣捕獲数（狩猟及び有害鳥獣捕獲）

資料編（9 自然環境関係）
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（13）みどりの少年隊結成状況

資料編（9 自然環境関係）

岡山県環境白書210



10　参加と協働による快適な環境の保全関係

（１）岡山県景観条例に基づく届出等件数

資料編（10 参加と協働による快適な環境の保全関係）
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11　経済と環境が好循環する社会関係

（１）環境影響評価に関する処理状況

資料編（11 経済と環境が好循環する社会関係）
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年 月 岡 山 県 の 動 き 国 ・ 全国 の 動 き

昭和９年

（1934）
3
瀬戸内海国立公園が、全国初の国立公園３公園の１つと

して指定される。

昭和18年

（1943）
9 三菱重工業㈱が水島で航空機製造工場の操業を開始。

昭和23年

（1948）

3 岡山県史跡名勝天然記念物保存顕彰条例を制定。

7 農薬取締法を制定。

昭和25年

（1950）

６ 国が児島湾締切堤防建設事業に着手。

7 県が岡山市南部（岡南地区）の工業地帯整備に着手。

昭和26年

（1951）
2
県営旭川ダムの建設に着手。

児島湾締切堤防建設工事に着手。

昭和27年

（1952）

3 岡山県企業誘致条例を制定。

9
県が水島地域の国有地を買収。水島港の整備と、臨海工

業地帯整備に着手。

昭和28年

（1953）
12 熊本県で水俣病第１号患者が発生。

昭和29年

（1954）

5 県営旭川ダムが完工。

8
県下初の飛行機による空中農薬散布が藤戸町（現倉敷市）

と勝央町で行われる。

9 倉敷市の三吉鉱山で我が国初のウラン鉱床が発見される。

昭和30年

（1955）
11 人形峠でウラン鉱床の露頭が発見される。

昭和31年

（1956） 11

日本興油㈱が水島港整備後の最初の企業として水島に立

地。以後、石油精製、電力、鉄鋼、石油化学等の重化学

工業の工場が多数立地する。

昭和32年

（1957）

6 自然公園法を制定。

8
上齋原村に原子燃料公社（後の動力炉・核燃料開発事業団

現日本原子力研究開発機構）人形峠出張所が開設される。

昭和33年

（1958）

2 倉敷市玉島で油臭のするアサリがとれる。

4 下水道法を制定。

12
公共用水域の水質の保全に関する法律及び工

場排水等の規制に関する法律を制定。

昭和34年

（1959）
2 児島湾淡水湖化締切工事完工。

昭和36年

（1961）
3 三重県四日市市でぜん息患者が多発。

昭和37年

（1962）

備前市でブドウの葉枯れ、倉敷市でい草の先枯れが発生。

3 児島湾締め切り堤防が完成し、児島湖が誕生。

6
ばい煙の排出の規制等に関する法律（ばい煙

規制法）を制定。

10 岡山空港（現岡南飛行場）が開所。

12 県営寄島干拓事業に着手。

昭和35年

（1960）
7 岡山県公害対策調査会を設置。

環境関係年表

資料編（環境関係年表）
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年 月 岡 山 県 の 動 き 国 ・ 全国 の 動 き

昭和38年

（1963）
3

狩猟法を改正し、鳥獣保護及狩猟ニ関スル法

律を制定。

4 大山隠岐が国立公園に指定される。

11
県が、岡山市と倉敷市で硫黄酸化物及び降下ばいじん量

の測定を開始。

昭和39年

（1964）
1 岡山県南地区が新産業都市に指定される。

昭和40年

（1965）
2

倉敷市が窒素酸化物の測定を開始。

笠岡市・井原市・芳井町を、備後地区工業整備特別地域

に追加指定。

岡山県公害対策審議会を設置。

6
倉敷市呼松地区の住民が水島工業地帯の公害について県

と市に抗議。

昭和41年

（1966）
硫黄酸化物の発生源の通報連絡基準と自主規制等を内容

とする「水島地区い草等農作物被害防止応急対策」を開始。

3 高梁川上流、吉備史跡を県立自然公園に指定。

4
倉敷市に一般環境大気測定局を設置。二酸化硫黄の自動

測定が開始される。

9 県の木に「アカマツ」が決定。

10 岡山県公害防止条例（旧条例）を制定。

昭和42年

（1967）
1 岡山県企画部に公害課を設置。

8 公害対策基本法を制定。

9

通産省、県、倉敷市による、水島地区大気汚染防止対策

協議会を設置。

岡山県大気汚染防止対策協議会を設置。

昭和43年

（1968）

3

倉敷市がばい煙規制法の指定地域となる。

県が倉敷市に大気汚染監視テレメータを設置し、常時監

視測定を開始。（1970.4、倉敷市公害監視センター設立に

伴い廃止）

倉敷市水島地区大気汚染防止対策を公表。

6
大気汚染防止法（硫黄酸化物Ｋ値第一次規制）

及び騒音規制法を制定。

10 笠岡湾干拓に着手。

昭和44年

（1969）
2 硫黄酸化物に係る環境基準設定。

4 移動測定車による大気測定開始。 氷ノ山後山那岐山が国定公園に指定される。

5 初めての「公害白書」が国会に提出される。

9
自動車排出ガス規制（一酸化炭素）が実施さ

れる。

昭和45年

（1970）
2

一酸化炭素に係る環境基準及び水質汚濁に係

る環境基準設定。

5 湯原奥津地域を県立自然公園に指定。

6 公害紛争処理法を制定。

7 田子の浦港のヘドロ公害が問題となる。

資料編（環境関係年表）
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年 月 岡 山 県 の 動 き 国 ・ 全国 の 動 き

昭和45年

（1970） 8

岡山県公害対策本部が発足。

高梁川水系、水島海域が、公共用水域の水質保全に関す

る法律に基づく指定水域となる。

ＢＨＣ、ＤＤＴの稲作への使用が全面禁止さ

れる。

10 岡山県公害防止条例の旧条例を廃止し、新条例を制定。

11
公害紛争処理法に基づき、岡山県公害審査会を設置する

とともに、県の公害苦情相談員、公害監視員を設置。

12

水島地域公害防止計画を策定。

（計画期間：昭和46年～50年。以後、対象地域の見直しを

受けながら、現在の岡山・倉敷地域公害防止計画に至る。）

いわゆる「公害国会」で、公害対策基本法、

大気汚染防止法、騒音規制法等の大幅な改正

及び水質汚濁防止法、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律、人の健康に係る公害犯罪の処

罰に関する法律等の制定など、公害関係法律

多数が制定及び改正される。

昭和46年

（1971）
2
旭川・吉井川水系、児島湾水域が、公共用水域の水質保

全に関する法律に基づく指定水域となる。

「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿

地に関する条約」（ラムサール条約）を採択。

4
岡山県環境部を設置。

岡山県公害研究所が開所。

5 騒音に係る環境基準設定。

6 悪臭防止法を制定。

7

環境庁が発足。

第１回瀬戸内海環境保全知事・市長会議が神

戸市で開催される。

9 岡山県公害防止条例を改正。

10
県が、備前市のブドウ葉枯れの原因はフッ素系ガスの疑

いと発表。

11

倉敷地区・備前地区農作物被害対策協議会が発足。

川崎製鉄㈱、水島共同火力㈱が、県、倉敷市と公害防止

協定を締結。以後、県内の主要企業と協定を締結。

12

岡山県環境部に公害苦情処理局を設置。

大気汚染防止法に基づくばいじん排出基準（上乗せ）条

例、水質汚濁防止法に基づく排出基準（上乗せ）条例、

自然保護条例を制定。

水質汚濁に係る環境基準及び水域類型を設

定。

昭和47年

（1972）

1 吉備路風土記の丘を県立自然公園に指定。 浮遊粒子状物質に係る環境基準設定。

3 山陽新幹線、新大阪－岡山間が開通。(1975.3、全線開通）

5

水島地域大気汚染夏期特別対策実施要綱を制定。

県内10市の都市公害対策協議会が発足。

備前市内の耐火煉瓦工場で排煙脱弗装置の稼働が始まる。

県酪農試験場に家畜ふん尿処理実験装置が完成。

環境庁が初の環境白書を公表。

6
水質汚濁防止法に基づく県の上乗せ排水基準条例が全面

施行。

公害被害者の救済を図るため、大気汚染防止

法が改正され、無過失損害賠償責任制度が導

入される。

自然環境保全法を制定。

ストックホルムで「国連人間環境会議」開催。

「人間環境宣言」を採択。

7 三菱石油㈱に県下初の排煙脱硫装置が設置される。

8 瀬戸内海に大量の赤潮が発生。

12 自然保護基本計画を作成。 国連環境計画（ＵＮＥＰ）設立。
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昭和48年

（1973）
2
笠岡湾干拓の東堤防が締め切られる。

寄島干拓の潮止め工事が完成。

3
全国に先がけ、開発行為を許可制とする岡山県県土保全条例を制定。

岡山県立自然公園条例を制定。

4 備後地域公害対策協議会を設置。

5 松食い虫の被害が拡大し、県に駆除推進本部を設置。

二酸化窒素、光化学オキシダントに

係る環境基準設定。二酸化硫黄に係

る環境基準改定。

6

岡山県水銀汚染対策推進本部を設置。

水島の４工場が県漁連等の要求を受け、水銀使用部門の操業を停

止。（26日に操業停止。交渉妥結により28日から操業再開。）

工場排水による水銀汚染魚騒ぎが起

こる。

7 岡山県公有水面埋立協議会が発足。

8 岡山県公害防止センターを設置。

10
岡山県公害防止センターに大気汚染監視テレメータ中央局を設置

し、常時監視を開始。（環境47局、発生源８工場）

瀬戸内海環境保全臨時措置法、公害

健康被害補償法を制定。

11

塩滝（落合町）と大平山権現山（有漢町）が県自然環境保全地域

に、竜の口（岡山市）が県環境緑地保護地域に、大滝山（備前市）

ほか４か所が県郷土自然保護地域に、曹源寺の松並木（岡山市）

ほか３か所が県郷土記念物に指定される。

12
全国に先がけ、行政指導による水島地域の硫黄酸化物及び窒素酸

化物の総量規制を実施。
航空機騒音に係る環境基準を設定。

昭和49年

（1974）
1
県が、児島湖流域下水道計画を発表。

岡山県農業試験場がい草の先枯れは硫黄酸化物が原因と発表。

5

備前海域、玉野・児島・笠岡・牛窓の各海域、倉敷川、笹ヶ瀬川

等の中小重要河川が公共用水域の水質保全に関する法律に基づく

指定水域となる。

6 岡山県警察本部が瀬戸内海汚濁事犯取締本部を設置。
大気汚染防止法が改正され、硫黄酸化

物に係る総量規制制度を導入。

9

笠岡・福山両市区域の大気汚染防止について、岡山県と広島県が

覚書を交換。

岡山県公害防止条例施行規則を一部改正。

総水銀、アルキル水銀の水質環境基

準強化。

10
（財）岡山県環境保全事業団を設立。中国自動車道、美作－落合間

が開通。（1978.10、県内全線開通）

11

倉敷市水島地区が硫黄酸化物に係る総量規制地域に指定される。

水島の企業の硫黄酸化物による県南一帯のい草先枯れ被害の補償

問題が解決。（１万3000戸を対象に総額10億3000万円を支払う）

12

三菱石油水島製油所で、大量の重油流出事故が発生。流出量は４

万4000krに上り、瀬戸内海東半分に広がった。

備後地域公害防止計画を策定。（現在に至る。）

昭和50年

（1975）
2 岡山県大気汚染緊急対策実施要綱を施行。県が緑化総合計画を作成。 ＰＣＢに係る水質環境基準を設定。

4 県・沿線市町・国鉄で、新幹線騒音問題連絡会議を設立。
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昭和50年

（1975） 7
岡山県立森林公園が開園。 新幹線鉄道騒音に係る環境基準を設

定。新幹線鉄道振動対策指針値が示

される。

8
香川県直島町にある三菱金属直島製錬所の越境公害問題で、岡

山・香川両県、玉野市、直島町の４者が環境保全確認書に調印。

10
環境庁が瀬戸内海富栄養化の調査に

着手。

12

公害病地域として、水島・児島地区の一部、玉島乙島、玉野市日

比・向日比・渋川、備前市の片上湾周辺が指定される。

水島以外の倉敷市が硫黄酸化物総量規制地域に指定される。

昭和51年

（1976） 1

県が、瀬戸内海の富栄養化対策のため、1日50ｔ以上産業廃水を排

出する175工場に窒素、りんの削減を要請。

第１回目の岡山県公害健康被害認定審査会を開催。

2
岡山・備前地域公害防止計画を策定。（昭和60年度、地域見直しに

より岡山地域公害防止計画となる。）

3 笠岡湾干拓の干陸開始式が行われ、排水が始まる。

4

岡山県公害防止センターと衛生研究所を統合し、岡山県環境保健

センターを設置。三菱化成工業㈱（現三菱化学㈱）に県下初の排

煙脱硝装置が設置される。

6 振動規制法を制定。

昭和52年

（1977）
1

社団法人瀬戸内海環境保全協会が設

立。

2 県が、県中部を横断する中国自然歩道の県内ルート案を発表。

3 県が、石油コンビナート等防災計画を定める。

4 山陽新幹線沿線地域に新幹線鉄道騒音に係る環境基準をあてはめ。

5

岡山県、広島県等が、福山・笠岡地域硫黄酸化物排出許容総量等

の設定に合意。

岡山県環境保全事業団が産業廃棄物処分場（水島）の建設に着手。

成羽町吹屋の町並みが重要伝統的建造物群保存地区に選定される。

6 倉敷市に係る硫黄酸化物総量削減計画を策定。

8
国連砂漠化防止会議開催。砂漠化防

止行動計画を採択。

9 備前市に係る硫黄酸化物総量削減計画を策定。

昭和53年

（1978）
1
瀬戸大橋に係る環境影響評価書（案）に関する知事意見書を本四

公団総裁に回答。

5
瀬戸内海の環境保全に関する基本計

画を策定。

6
瀬戸内海環境保全臨時措置法を瀬戸
内海環境保全特別措置法に改正し、
恒久法化。

7 二酸化窒素に係る環境基準を改定。

8 吉備高原都市、前期事業実施計画がまとまる。

9

瀬戸大橋の環境保全協定が岡山・香川両県の関係６自治体と本州

四国連絡橋公団の間で締結される。

岡山県、香川県が、玉野市、直島町の硫黄酸化物排出総量の設定

等に合意。
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昭和53年

（1978）

10 瀬戸大橋着工。

11
県は、新岡山空港基本計画調査結果に基づき、岡山市日応寺地区

を新岡山空港候補地に決定。

12 環境保全に関する環境影響評価指導要綱を制定。

昭和54年

（1979）

3 国の天然記念物に鯉が窪湿性植物群落（旧哲西町）が指定される。

5 水島に岡山県環境保全事業団の産業廃棄物処分場が完成。

7

県・上齋原村（現鏡野町）・動力炉・核燃料開発事業団（現日本

原子力研究開発機構）との間で、人形峠事業所周辺環境保全等に

関する協定書を締結。

岡山県環境保健センターに環境放射線監視テレメータシステムが

完成し、動燃人形峠事業所周辺の環境放射線の監視を開始。

9 動燃人形峠事業所で、ウラン濃縮試験工場が運転を開始。

10
滋賀県で琵琶湖富栄養化防止条例を

制定し、合成洗剤を追放。

11 岡山県郷土文化財団を設立。

12 備作山地地域を県立自然公園に指定。

昭和55年

（1980）
2
岡山県合成洗剤対策推進要綱を制定し、石けん等の使用を普及さ

せるために必要な事項を定める。

3 ＣＯＤ総量削減計画（第１次）を策定。

5 りん及びその化合物に係る削減指導方針（第１期）を策定。
幹線道路の沿道の整備に関する法律

を制定。

昭和56年

（1981）
2
岡山県、広島県等が、福山・笠岡地域窒素酸化物排出許容総量等

の設定に合意。

3 岡山県自然海浜保全地区条例を制定。

4
岡山県環境部と衛生部を統合し、環境保健部を設置。

「岡山県自然保護推進員設置要綱」を制定。

5

吉備高原都市の建設に着手。

邑久町大平山に「野鳥の森」が完成。

県が、第２次総合緑化計画を策定。

倉敷地域窒素酸化物総量削減計画を策定し、行政指導による総量

規制を実施。

6
窒素酸化物に係る総量規制制度を導

入。

7
瀬戸内海環境保全特別措置法に基づき、瀬戸内海の環境の保全に

関する県計画を公表。

11

本州四国連絡橋公団が岡山県等の要請を受け、景観上の配慮から

瀬戸大橋の鷲羽山地区をオープンカットではなくトンネル方式に

変更。

昭和57年

（1982）
3
西脇、宝伝、鉾島、北木島楠及び北木島西の浦を自然海浜保全地

区に指定。

5 ばいじん排出規制を強化。

6 児島湖流域下水道浄化センターの建設工事に着手。

7 県が空き缶散乱防止対策会議を設立。

12
湖沼の窒素及びりんに係る環境基準

を設定。
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昭和58年
（1983）

1 中国自然歩道の県内ルートが完成。

3
旭川中流地域を吉備清流県立自然公園に指定。

沙美東及び前泊海岸を自然海浜保全地区に指定。
5 浄化槽法を制定。

9 新岡山空港の本体造成工事に着手。

11

倉敷市の公害病認定患者等が、水島コンビナート大手企業８社を

相手取り、大気汚染物質の排出差し止めと損害賠償を求め、岡山

地裁に提訴（倉敷公害訴訟第１次訴訟）。
昭和59年

（1984）
3

産業排水及び生活排水について窒素、りんの排出抑制を図るため、

岡山県公共用水域の富栄養化防止対策推進要綱を制定。

岡山県暴騒音規制条例を制定。

唐琴の浦を自然海浜保全地区に指定。

7

湖沼水質保全特別措置法を制定。

トリクロロエチレン等の排出に係る

暫定指導指針設定。

8
使用済み乾電池の効果的な回収を行うため、県と乾電池の卸・小

売業界等による岡山県乾電池等対策協議会を設立。
環境影響評価実施要綱を制定。

昭和60年

（1985）
1
環境庁の名水百選に塩釜冷泉（八束村）と雄町の冷泉（岡山市）

が選ばれる。

3 名水百選に岩井（上齋原村）が追加選定される。
オゾン層(※) の保護に関するウィーン

条約(※) を採択。
4 騒音に係る環境基準のあてはめを開始。

5
岡山県環境保健センターの大気汚染監視テレメータシステムを更

新し、大気汚染監視体制を強化。

水質汚濁防止法施行令が一部改正さ

れ、窒素、りんが規制される。

6
県下の緑の少年隊の連携を深めるため、岡山県緑の少年隊連絡協

議会を設立。
7 岡山県鷲羽山ビジターセンターが完成。

8 県が、町並み保存地区整備事業を開始。

12
勝山町勝山地区を町並み保存地区に指定。

児島湖が湖沼水質保全特別措置法に基づく指定湖沼に指定される。

昭和61年

（1986）
2
岡山・備前地域公害防止計画の地域を見直し、岡山地域公害防止

計画を策定。

4
騒音規制法、振動規制法、悪臭規制法に基づく、それぞれの規制

地域及び規制基準を設定。

5
県土利用の基本的指針となる、国土利用計画（岡山県計画）を策定。

りん及びその化合物に係る削減指導方針（第２期）を策定。
6 児島湖浄化対策本部を設置。

7 人形峠アトムサイエンス館が開館。

8 岡山県児島湖浄化対策推進協議会が発足。

11 倉敷市下津井地区を町並み保存地区に指定。

1 渋川海岸（玉野市）が白砂青松百選に選定される。

2 県が「児島湖に係る湖沼水質保全計画」（第１期）を策定。

3 化学的酸素要求量に係る汚濁負荷量規制基準を設定。

5
岡山城跡と後楽園が国の史跡に指定される。

ＣＯＤ総量削減計画（第２次）を策定。

6
絶滅のおそれのある野生動植物の譲

渡等の規制に関する法律を制定。

昭和62年

（1987）
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昭和62年

（1987） 8

児島湖浄化対策推進協議会が「児島湖浄化推進月間」を

実施。

高梁市の「美観地区道路」が日本の道百選に選定される。

9
オゾン層を破壊する物質に関するモントリオ

ール議定書(※) を採択。

10 大原町古町地区を町並み保存地区に指定。

12 瀬戸内海の環境の保全に関する県計画の一部を変更。

昭和63年

（1988）
3
新岡山空港が開港。旧空港は岡南飛行場に改称。

岡山県景観条例を制定。

4 瀬戸大橋が開通。瀬戸大橋鉄道騒音が社会問題化。

5
特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関

する法律を制定。

8
上齋原村中津河捨石堆積場で自然界レベルより高い放射

線量を検出し、動燃に恒久対策を講じさせる。

平成元年

（1989）
2
県が、ゴルフ場における農薬の安全使用に関する指導要

領を策定。

3

岡山県鳥獣生息分布調査報告書を作成。

水島地域公害防止計画と岡山地域公害防止計画を統合し、

岡山・倉敷地域公害防止計画を策定、現在に至る。

水質汚濁防止法施行令を一部改正し、トリク

ロロエチレン、テトラクロロエチレンを有害

物質に指定。

4
四塩化炭素の排出に係る暫定対策指導指針等

を設定。

6
児島湖の水質浄化活動への支援や水質浄化に関する調査

研究を行う（財）児島湖流域水質保全基金を設立。

石綿を特定粉じんとして規制する大気汚染防

止法を一部改正。

9 「地球環境保全に関する東京会議」開催。

10 津山市城東地区を町並み保存地区に指定。

11

県は、景観に配慮した公共事業を行う上での指針となる

「公共事業等景観形成基準」を策定。

美星町が全国に先がけて、「美しい星空を守る美星町光害

防止条例」を制定。

12

瀬戸内海景観研究会が県知事に対し「瀬戸内海における

景観の保全、形成を図るための共通の指針について（提

言）」を提出。

平成２年

（1990）
1 高梁地区を岡山県景観条例に基づく景観モデル地区に指定。

3
笠岡湾干拓が完成。

岡山空港周辺地域に航空機騒音に係る環境基準をあてはめ。

5 県が酸性雨の実態調査を県下10か所で開始。
ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁防

止に係る暫定指導指針を設定。

6

モントリオール議定書第２回締結国会合でフ

ロン等の全廃を決定。生活排水対策を推進す

るため、水質汚濁防止法を一部改正。

7
邑久町の産業廃棄物処分場で自然界レベルより高い放射

線量を検出。

8 岡山市足守地区を町並み保存地区に指定。

10
地球環境保全関係閣僚会議で、地球温暖化防

止行動計画を決定。
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平成３年

（1991）
2

建設省、県、関係市町村等で構成する岡山三川水質汚濁

防止連絡協議会を設立。

県内の産業廃棄物処理業者が産業廃棄物の適正な処理等

を推進するため、岡山県産業廃棄物協会を設立。

3

児島湖の総合的な環境保全を目的とした児島湖環境保全

条例を制定。

吉井川中流域を県立自然公園に指定。

ＣＯＤ総量削減計画（第３次）を策定。

4 再生資源の利用の促進に関する法律を制定。

5
建部町で「全国野鳥保護のつどい」を開催。

りん及びその化合物に係る削減指導方針（第３期）を策定。

7
児島湖環境保全審議会が発足。（平成６年７月に環境審議

会に合併）

水質汚濁防止法施行令を一部改正し、トリク

ロロエチレン又はテトラクロロエチレンに係

る特定施設を追加。
8 土壌の汚染に係る環境基準を設定。

10
廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改

正。

11

岡山県自然保護センターを佐伯町に開設。

県が環境影響評価項目に地球環境保全対策を追加。

児島湖流域の環境保全に関する基本方針を策定。

平成４年

（1992）
1
公用車としては初の電気自動車を岡山県環境保健センター

に配置。
3 県が、児島湖に係る湖沼水質保全計画（第２期）を策定。

5
県域レベルで地球環境保全に貢献することを目的とした

「県における地球環境問題への取組方針」を策定。
気候変動枠組み条約を採択。

6

後楽園、成羽町吹屋地区、旧閑谷学校の背後地などを県

景観条例に基づく背景保全地区に指定。

瀬戸内海の環境の保全に関する県計画の一部を変更。

「地球環境開発会議」（地球サミット）を開催。

生物多様性条約、アジェンダ21(※) 等を採択。

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に

関する法律を制定。

自動車NOx法を制定。
12 県が「地球環境保全に配慮した県事業等の指針」を策定。

平成５年

（1993）
3

県議会が、環境に配慮した行動を通じて人と他の生物と

の共存共栄を図ることを目的とする「環境宣言」を決議。

窒素含有量及び燐含有量に係る汚濁負荷量規制基準を設

定。

水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境

基準の項目を追加。

6

悪臭防止法施行令を一部改正し、10物質を追

加。

水質汚濁防止法施行令を一部改正し、海域の

窒素及びりんの排水基準を設定。

7

生活排水対策に重点を置いた清流保全対策を行うため、

湯原ダム・旭川ダムの流域及び新成羽川ダムの流域にそ

れぞれ水質浄化対策推進協議会を設立。

吉備高原都市の前期事業が完成。

11 矢掛町矢掛地区を町並み保存地区に指定。 環境基本法を制定。

12

水質汚濁防止法施行令を一部改正し、13項目

の有害物質を追加。

生物の多様性に関する条約発効。
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平成６年

（1994）

3

玉野市と倉敷市にまたがる渋川・王子が岳地区を県景観

条例に基づく景観モデル地区に指定。

倉敷公害訴訟第１次訴訟の一審判決。工場排煙による因

果関係を認め、企業８社に約１億９千万円の支払いを命

じる。（控訴）

県が、自然保護のため毛無山（新庄村）周辺に広がるブ

ナ林約191haを買収。

県が、「地球にやさしい地域づくり指針」を策定。

4
岡山県環境保健部を環境部門と保健部門に分離し、環境

部門を地域振興部に移す。

6
第１回「環境の日」のキャンペーンが開催さ

れる。

7
瀬戸内海の環境保全に関する基本計画の一部

を変更。

8 新庄村新庄地区を町並み保存地区に指定。

9
廃棄物の処理及び清掃に関する法律等を一部

改正し、有害物質を追加。

12 環境基本計画を閣議決定。

平成７年

（1995）

3 公募により「県民の鳥」をホトトギスからキジに変更。

4
岡山県建設副産物対策基本計画（おかやまリサイクルプ

ラン21）を策定。

悪臭防止法施行令を一部改正し、臭気指数規

制を導入。

6

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

に関する法律（容器包装リサイクル法）を制

定。

7
県が景観モニター制度を導入。92人の景観モニターを委

嘱。

8
行政機関と家電販売店などによる、岡山県フロン回収等

推進会議を発足。

9 倉敷市玉島地区を町並み保存地区に指定。

10
地球環境保全に関する関係閣僚会議で、生物

多様性国家戦略を決定。

12 在来鉄道の騒音対策指針を設定。

平成８年

（1996）

2 中国四国農政局が、児島湖ヘドロしゅんせつ工事を開始。

3
県が、新岡山県自然保護基本計画（平成８～12年度）、緑

の環境づくり計画（平成８～12年度）を策定。

4
岡山県地域振興部に環境保全局を設置。

「廃冷蔵庫等からのフロン回収マニュアル」を作成。

5
大気汚染防止法を一部改正し、有害大気汚染

物質対策推進の規定を整備。

6 水質汚濁防止法の一部改正。
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平成８年

（1996）

7

「日本の音風景百選」に「諏訪洞・備中川のせせらぎと水

車」（旧北房町）と「新庄宿の小川」（新庄村）が選定さ

れる。

「日本の渚・百選」に渋川海岸（玉野市）と沙美海岸（倉

敷市）が選定される。

ＣＯＤ総量削減計画（第４次）を策定。

窒素及びその化合物並びにりん及びその化合物に係る削

減指導方針（第４期）を策定。

8
児島湖に流入する笹ヶ瀬川、倉敷川、妹尾川の河口付近

で「淡水赤潮」が異常発生。

10 岡山県環境基本条例を制定。

12
倉敷公害訴訟が、被告企業８社の和解金13億９千200万円

の支払いにより13年ぶりに和解成立。

平成９年

（1997） 2 岡山県分別収集促進計画を策定。

ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロ

ロエチレンによる大気の汚染に係る環境基準

を設定。

3

岡山県清流保全総合指針（おかやま清流ガイドライン）

を策定。

児島湖水辺環境整備基本計画を策定。

児島湖に係る湖沼水質保全計画（第３期）を策定。

地下水の水質汚濁に係る環境基準を設定。

4 岡山県環境基本条例が施行される。

容器包装リサイクル法本格施行。

瀬戸内海の全窒素及び全りんに係る環境基準

の水域類型指定（播磨灘北西部、水島港区水

島地先海域、備讃瀬戸（イ）（ロ）（ハ））。

6

環境影響評価法を制定。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改

正公布。

8

ダイオキシン類の規制のため廃棄物の処理及

び清掃に関する法律、大気汚染防止法の省令

等改正。

9 瀬戸内海の環境の保全に関する県計画の一部を変更。 ダイオキシン類の大気環境指針値の設定。

12
地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）が開催

され、「京都議定書」を採択。

平成10年

（1998）

2 岡山県フロン回収・処理推進協議会を設置。

3

岡山県環境基本計画（エコビジョン2010）を策定。

平成９年版岡山県環境白書を作成（以後、毎年作成）。

瀬戸内海の全窒素及び全りんに係る環境基準の水域類型

指定（児島湾、児島湾沖、牛窓地先海域）。

岡山県ごみ処理広域化計画を策定。

「日本の水浴場55選」に渋川海水浴場が選定される。

4 岡山県地域振興部を再編整備し、生活環境部を設置。

6
特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル

法）を制定。

9 騒音に係る環境基準を改正。

11 グリーンオフィス推進プログラム（ＧＯＰ）を策定。

12 ダイオキシン暫定排出基準の施行。
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平成11年

（1999） 2
人の健康の保護に関する環境基準及び地下水
の水質に係る環境基準項目に硝酸性窒素及び
亜硝酸窒素、ほう素、ふっ素の３項目を追加。

3
岡山県環境影響評価等に関する条例を制定。
岡山県フロン回収・処理マニュアルを策定。
騒音に係る新環境基準の類型指定を見直し。

4
グリーンオフィス推進プログラムを出先機関を含め全面
実施。
騒音に係る新環境基準の類型指定を施行。

騒音に係る新環境基準を施行。
地球温暖化対策の推進に関する法律(※) を全面
施行。

6 岡山県環境影響評価等に関する条例を施行。 環境影響評価法を施行。

7
リサイクル推進店制度を創設。
第２期岡山県分別収集促進計画を策定。

9 岡山県アイドリングストップ指針を策定。

12 岡山県フロン回収実施店表示制度を発足。 原子力災害対策特別措置法を制定。

平成12年

（2000）
1

ダイオキシン類対策特別措置法を施行。
尼崎公害訴訟判決。

3
第４次岡山県産業廃棄物処理計画を策定。
岡山エコ・ドライブ2010を公募（H13年3月末まで）。
ツキノワグマ保護管理計画（平成12～14年度）を策定。

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び
管理の改善の促進に関する法律（ＰＲＴＲ法）
を部分施行。

4
自動車騒音の要請限度を定める省令（改正）
を施行。
容器包装リサイクル法を完全実施。

6

廃棄物処理法を一部改正。
食品循環資源の再利用等の促進に関する法律
（食品リサイクル法）を制定。
浄化槽法を一部改正（単独処理浄化槽の原則
禁止）。
循環型社会形成推進基本法を制定。

8
岡山県環境マネジメントシステムに係る環境方針及び環
境目的・目標を設定しシステムの運用を開始。

9
第12回「星空の街・あおぞらの街」全国大会を旧美星町
で開催。

12 瀬戸内海の環境保全に関する基本計画を変更。

平成13年

（2001） 1
循環型社会形成推進基本法を全面施行。
国等による環境物品等の調達の推進等に関す
る法律（グリーン購入法）を部分施行。

2
県本庁舎の事務事業を対象とする岡山県環境マネジメン
トシステムについて、ＩＳＯ１４００１を取得。

3

岡山県自然保護基本計画を策定。
岡山県みどりの総合基本計画を策定。
臭気指数規制を行う地域（赤坂町の一部のほか２町）を
県内で初めて指定。（H13年10月施行）
平成13年選定「日本の水浴場88選」に渋川海水浴場が選定される。
グリーンオフィス推進プログラム（GOP）を地球温暖化
防止実行計画として全面改正。（第2期計画）

土壌の汚染に係る環境基準項目にふっ素及び

ほう素の２項目を追加。

4

家電リサイクル法を全面施行。
ジクロロメタンによる大気の汚染に係る環境
基準を設定。
資源の有効な利用の促進に関する法律を全面
施行。
グリーン購入法全面施行。

5 食品リサイクル法を全面施行。
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平成13年

（2001）
6

自動車NOx法を改正した自動車NOx・PM法

を制定。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法（PCB特措法）を制定。

7

水質汚濁防止法施行令を一部改正し、ほう素、

ふっ素、アンモニア等の3項目を有害物質に

追加し、石炭を原料とする火力発電施設のう

ち廃ガス洗浄施設を特定施設に追加。

12

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実

施の確保等に関する法律（フロン回収・破壊

法）を部分施行。

平成14年

（2002）
2 「児島湖総合水質改善対策専門家検討会」報告。

3

児島湖に係る湖沼水質保全計画（第４期）を策定。

岡山県フロン回収・処理推進協議会を廃止し、岡山県フ

ロン回収・処理推進連絡会議を設置（Ｈ14年４月施行）

岡山県におけるタンチョウ将来構想を策定。

岡山県地球温暖化防止行動計画を策定。

岡山県廃棄物処理計画策定。

新地球温暖化対策推進大綱決定。

毛無地域1,174haを大山隠岐国立公園に編入。

地球環境保全に関する関係閣僚会議で新・生

物多様性国家戦略を決定。

4

岡山県快適な環境の確保に関する条例施行。

岡山県環境への負荷の低減に関する条例施行（環境負荷

低減条例）。

岡山県循環型社会形成推進条例施行。

PRTR法を本格施行。

フロン回収破壊法を本格施行。

5 岡山県地球温暖化防止活動推進センターを指定。
土壌汚染対策法成立。

建設リサイクル法を全面施行。

6

地球温暖化対策の推進に関する法律を一部改

正。

京都議定書締結。

7

水質総量削減計画（第5次）策定。

瀬戸内海の環境の保全に関する岡山県計画を改定。

第３期岡山県分別収集促進計画を策定。

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく底質

環境基準を設定。

鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律を改正し、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律を制

定。

使用済自動車の再資源化等に関する法律（自

動車リサイクル法）を制定。

8
岡山県地球温暖化防止活動推進員を委嘱。

「エコパートナーシップおかやま」設立。

9 アースキーパーメンバーシップ制度を創設。

持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハ

ネスブルグ・サミット）を開催。実施計画、

持続可能な開発に関するヨハネスブルグ宣言

等を採択。

10

環境負荷低減条例中、ベンゼン規制、アイドリング・ス

トップ、廃食用油排出禁止施行。

第５次水質総量規制基準施行。

岡山県再生品の使用の促進に関する指針施行。

フロン回収破壊法を全面施行。

11 「おかやまの自然百選」を選定。

資料編（環境関係年表）
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年 月 岡 山 県 の 動 き 国 ・ 全国 の 動 き

平成15年

（2003）

2 土壌汚染対策法を施行。

3

岡山県環境基本計画（エコビジョン2010）を改訂。

ツキノワグマ保護管理計画（平成15～18年度）を策定。

ニホンジカ保護管理計画（平成15～18年度）を策定。

県が毛無山（新庄村）のブナ林約70haを追加買収。

岡山県版レッドデータブック発刊。

岡山県エコ製品を認定。

ごみゼロガイドライン（汚泥編）を策定。

4
岡山県産業廃棄物処理税(※) 条例を施行。

岡山県グリーン調達ガイドラインを策定。
自然公園法を一部改正。

6

廃棄物処理法を一部改正。

特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関

する特別措置法（産廃特措法）を制定。

7 岡山県立自然公園条例を一部改正。
環境の保全のための意欲の増進及び環境教育

の推進に関する法律を制定。

8
鉾島・坊子島（玉野市）及び住吉島（備前市）

を瀬戸内海国立公園に編入。

9

アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、水

銀及びニッケル化合物について有害大気汚染

物質に係る指針値を設定。

10 「環境おかやま大賞」を創設。

11
水生生物の保全に係る水質環境基準を設定。

全亜鉛を環境基準に追加。

12 岡山県希少野生動植物保護条例を制定。

平成16年

（2004）

2 岡山エコ事業所認定制度を創設。

3

ごみゼロガイドライン（鉱さい編）を策定。

岡山県循環資源総合情報支援センターとして（財）岡山県

環境保全事業団を指定。

岡山エコタウンプランを策定。

4 廃棄物処理法を一部改正。

5 「瀬戸内海国立公園指定70周年記念のつどい」を開催。
大気汚染防止法を一部改正（揮発性有機化合

物規制の導入）。

6

景観法を制定。

環境情報の提供の促進等による特定事業者等

の環境に配慮した事業活動の促進に関する法

律を制定。

特定外来生物による生態系等に係る被害の防

止に関する法律（外来生物法）を制定。

10 県が総社市上林の吉備路風土記の丘北駐車場用地を買収。

平成17年

（2005）

1 自動車リサイクル法を全面施行。

2 京都議定書発効。

3 ごみゼロガイドライン（ばいじん・燃え殻編）を策定。

4
環境負荷低減条例中、ディーゼル自動車粒子状物質削減

規定を施行。
京都議定書目標達成計画決定。
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年 月 岡 山 県 の 動 き 国 ・ 全国 の 動 き

平成17年

（2005）
5

浄化槽法を一部改正。

廃棄物処理法を一部改正。

7 第４期岡山県分別収集促進計画を策定。

10 産業廃棄物処理業者の評価制度を導入・実施 国内７か所に地方環境事務所が設置。

平成18年

（2006）
1 岡山県アスベスト対策協議会を設立。

12
大気汚染防止法を一部改正。

（アスベスト関係規制強化）

2

廃棄物処理法を一部改正。

大気汚染防止法等アスベスト関係法令を一部

改正。

3

イノシシ保護管理計画（平成18年度）を策定。

グリーンオフィス推進プログラム（GOP）を全面改正

（第３期計画）。

石綿による健康被害の救済に関する法律施

行。

5 「快水浴場百選」に渋川海水浴場が選定される。

6
容器包装リサイクル法を一部改正。

フロン回収・破壊法を一部改正。

平成19年

（2007）

3

第10次鳥獣保護事業計画を策定。

第３期ツキノワグマ保護管理計画を策定。

第２期ニホンジカ保護管理計画を策定。

第２期イノシシ保護管理計画を策定。

岡山県省エネルギービジョンを策定。

児島湖に係る湖沼水質保全計画（第５期）を策定。

児島湖の長期ビジョンを策定。

新岡山県ごみ処理広域化計画を策定。

第２次岡山県産業廃棄物処理計画を策定。

6
水質総量削減計画（第６次）を策定。

同水質総量規制基準を設定。

7 第５期岡山県分別収集促進計画を策定。

平成19年

（2007）

8 不法投棄防止ネットワークおかやまを設立。

9
景観計画の策定。

景観条例の改正。

平成20年

（2008）
2
新岡山県環境基本計画（エコビジョン2020）を策定。

ごみゼロガイドライン（廃プラスチック編）を策定。

3
岡山県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画を策定。

高梁川中流（1）の環境基準に係る類型指定を変更。

11 第3次生物多様性国家戦略を閣議決定。

4
唐琴の浦自然海浜保全地区の区域を変更。

岡山県中北部大気汚染緊急時対策実施要領を施行。

5 瀬戸内海の環境の保全に関する岡山計画を改定。

6
環境省の「平成の名水百選」に夏日の極上水（新見市）

が選ばれる。
生物多様性基本法を制定。

平成21年

（2009） 3

化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る汚

濁負荷量規制基準の改正。

児島湾締切堤防完成50周年記念事業実施。

資料編（環境関係年表）

227岡山県環境白書



ＩＳＯ14001 国際標準化機構（International Organization for Standardization）が発行した環境マネジメントシス

テム（→）の国際規格。ＰＤＣＡ（Plan､Do､Check､Act）サイクルにより各企業等が与える環境への

影響を継続的に改善していくことが特徴で、自ら目的や目標を設定し、その目的・目標達成に向け

継続的に取り組むことにより、結果として環境パフォーマンスの向上を図ることをねらいとしてい

る。近年、環境への取組が企業の社会的評価につながること、省資源・省エネ、リサイクル等が中

長期的にはコストダウンにつながることなどから、認証取得を行う企業が増加している。なお、Ｉ

ＳＯ14000シリーズは、「環境マネジメントシステム」(14001、14004)、「品質・環境監査」(19011)

等で構成されている。

愛鳥週間 5月10日から16日の１週間。この時期がちょうど野鳥の繁殖期に当たるため、この週間行事を通じ

て愛鳥の精神を普及しようとするもの。

アイドリング・

ストップ

駐停車中にエンジンを止めること。自動車は停止しているときでも排出ガスを出すため、大気汚染

（→）、騒音（→）及び地球温暖化（→）を防止する観点から、岡山県環境への負荷の低減に関する条

例で規制する等対策を推進している。

アオコ 湖沼等の表層でプランクトンが大増殖し水面が着色する現象を水の華と呼ぶが、中でも藍藻類によ

って青い粉をふいたように見えるものがアオコ（青粉）である。また、渦鞭毛藻や黄緑藻によって

水面が赤褐色ないし黄褐色になるものを淡水赤潮と呼び、海の赤潮（→）と基本的に同じ現象である。

アオコは通常春から秋にかけて見られ、アオコを形成する藍藻類の中には毒素を作るものも確認さ

れている。

青潮 りん、窒素などを含む栄養塩類によって海水が富栄養化（→）し、プランクトンが大量発生すること

がある。このプランクトンの大量発生により底層に貧酸素水塊ができ、それが風などによって岸近

くの水の表面に移動し、青色ないし白濁色を呈する現象を青潮という。青潮の発生により、アサリ

などが死滅することがある。→赤潮

赤潮 海域における富栄養化（→）現象のひとつで、海中のプランクトンの異常増殖により、海面が赤色や

赤褐色に変わる現象。夏期に発生しやすく、魚介類のえらをつまらせたり酸欠状態にさせるため、

漁業被害につながる。→青潮

悪臭 嫌悪感のあるいやな臭いのことで、主として不快感などの感覚的影響が中心であり、生活環境に影

響を及ぼす。典型７公害の一つとされ、悪臭防止法に基づき規制が行われている。→公害

アスベスト

（石綿）

天然に産する鉱物繊維。耐熱性、耐薬品性、絶縁性等の諸特性に優れているため、建設資材、電気

製品、自動車、家庭用品等多くの用途で使用されている。また、平成17年６月以降大手企業から健

康被害についての公表がなされ、住民の健康への不安が高まったことから、吹付けアスベストやア

スベスト含有保温材・断熱材等の除去について規制が強化されるとともに、健康被害者に対する救

済法が制定された。さらに、平成18年９月から原則全面使用禁止となっている。→特定粉じん

あ～

アースキーパ

ーメンバーシ

ップ制度

地球温暖化防止のための様々な環境負荷低減活動について、県民・事業者が自らの取組を目標を定

め、実行する会員を募集、登録して、地球温暖化防止活動の普及を図ることを目的に、平成14年9

月に岡山県が創設した制度である。

い～ 硫黄酸化物

（SOx）

石油や石炭など硫黄分を含んだ燃料や原料が燃えることにより発生する二酸化硫黄（SO2）、三酸化硫黄

（SO3）、硫酸ミストなどの総称。二酸化硫黄は呼吸器への悪影響があり、ぜんそくなどを引き起こす。ま

た、酸性雨（→）の原因物質となる。このため、環境基本法に基づき環境基準（→）が定められている。また、

大気汚染防止法では排出基準を定め、更に総量規制も実施している。→公害、大気汚染、窒素酸化物

一酸化炭素

（CO）

炭素を含む燃料が不完全燃焼することにより発生し、主な排出源は自動車である。血液中のヘモグ

ロビンと結合する性質が強く、酸素を運搬する機能を阻害するため、頭痛、耳鳴り、吐き気等を引

き起こす。濃度が高いと生命が危険となる。

一般廃棄物 家庭から排出される廃棄物など、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。→産業廃棄物

環境用語の解説
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う～ ウィーン条約 1985年3月、オーストリアのウィーンにおいて採択された条約で、正式には「オゾン層保護のため

のウィーン条約」という。国際的に協調してオゾン層（→）やオゾン層を破壊する物質について研究

を進めること、各国が適切と考える対策を行うこと等を定めている。→モントリオール議定書

え～ ＨＦＣ（エイ

チエフシー）

ハイドロフルオロカーボンの略称。代表的な代替フロン（→）であり、冷媒、発泡剤、洗浄剤、噴射

剤などとして使用されている。水素、ふっ素及び炭素からなる物質で、塩素を含まないためオゾン

層（→）を破壊することはないが、強い温室効果ガス（→）であるため京都議定書（→）による排出削減

対象物質となっている。→地球温暖化、温室効果ガス、ＣＦＣ、ＨＣＦＣ

ＨＣＦＣ（エ

イチシーエフ

シー）

ハイドロクロロフルオロカーボンの略称。水素、塩素、ふっ素及び炭素からなる物質で、冷媒、発

泡剤、洗浄剤、噴射剤などとして広く使用されている。ＣＦＣ（→）ほど強力ではないがオゾン層破

壊物質であるため、先進国では、モントリオール議定書（→）に基づき2019年末までに新たな生産等

を全廃することが定められている。また、強い温室効果ガス（→）でもある。→オゾン層、地球温暖

化、ＨＦＣ

エコタウン ゼロ・エミッション（→）を基本構想とし、地域振興の基軸として推進することにより、環境調和型

の地域経済形成の観点から先進的なまちづくりの推進を目的とする事業として平成９年度に創設さ

れた制度。具体的には、地域の特性に応じ、都道府県等が経済産業省・環境省の共同承認を受けて

プランを作成し、プランに基づき地方公共団体及び民間団体が実施する中核的な事業に対し、国が

総合的・多面的な支援を行う。

エコマーク 消費者が環境に配慮した商品を選択するときの基準とするため、環境への負荷が少なく、あるいは

環境の改善に役立つ環境に優しい製品を示すマーク。（財）日本環境協会が審査し、認定された商品

にマークをつけることが許される。→環境ラベル、グリーン購入

お～ 岡山県エコ製

品

県内で現に製造・販売されている使用を促進すべき再生品であって、岡山県の定める認定基準を満

たした製品。平成13年12月に制定した岡山県循環型社会形成推進条例に基づき、認定制度を創設し、

平成14年10月から募集を開始した。→岡山県循環型社会形成推進条例

岡山県快適な

環境の確保に

関する条例

落書き、空き缶等の投棄、自動車等の放置及び光害を防止することにより、美観や清潔さを保持し、

きれいで快適な環境を実現することを目的に制定された条例。平成14年4月1日から施行された。

岡山県環境保

全基金

地球に根ざした環境保全活動を展開し、潤いと安らぎのある快適な環境づくりを推進するため、平

成2年3月に、旧環境庁の地域環境保全対策費補助金（2億円）を活用して設立された。

岡山県環境影

響評価等に関

する条例

環境影響評価（→）及び環境管理が適切かつ円滑に行われるための手続等を定めた条例。平成11年3

月19日に公布され、同年6月12日から全面施行された。

ウォームビズ 暖房時のオフィスの室温を20℃以下にした場合でも、ちょっとした工夫により「暖かく効率的に格

好良く働くことができる」というイメージを分かりやすく表現した、秋冬の新しいビジネススタイ

ルの愛称。重ね着をする、温かい食事を摂る、などがその工夫例。県では平成17年から県民運動と

して取り組み、家庭にも室内温度を20℃以下に調整し暖房に頼らないライフスタイルを心がけるよ

う呼びかけている。

岡山県環境基

本計画

岡山県の環境の保全に関する施策を、総合的かつ計画的に推進するため、岡山県環境基本条例（→）

第10条に基づき知事が定める計画。計画は、平成10年3月に策定、平成15年3月に改訂された。平成19

年度には、岡山県環境基本条例の基本理念の実現を目指して、新岡山県環境基本計画が策定され、

2020年までの長期的な目標と施策の大綱を示している。

岡山県環境基

本条例

岡山県の環境の保全に関する基本的な事項を定めた条例。平成8年10月1日に制定され、平成9年4月

1日から施行された。条例では、環境保全に関する基本理念を提示するとともに、県、市町村、事

業者及び県民の責務を明らかにし、施策の基本となる事項等を定めている。→岡山県環境基本計画、

岡山県環境白書
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岡山県環境白

書

岡山県環境基本条例（→）第８条に基づき、岡山県の環境の状況及び環境の保全に関して講じた施策

等を明らかにするため、知事が毎年作成し公表する文書。

岡山県環境へ

の負荷の低減

に関する条例

岡山県公害防止条例を全面的に見直し、公害の防止のための規制の措置だけでなく、事業活動及び

日常生活における環境への負荷の低減に関し必要な事項を定めた条例。平成13年12月21日に公布さ

れ、平成14年4月1日から施行された。

岡山県再生品

の使用促進に

関する指針

平成13年12月に制定した岡山県循環型社会形成推進条例に基づき、再生品の使用を促進するため、

使用を促進する再生品を明らかにするとともに、県、事業者、県民の取組み事項を定めたもの。平

成14年10月15日から施行。

岡山県循環型

社会形成推進

条例

廃棄物の発生抑制、資源の循環的な利用、適正な処分が確保されることにより、天然資源の消費を

抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会の形成を目的に制定された条例。平成13年12月

21日に制定され、一部の規定を除き、平成14年4月1日から施行された。条例では、循環型社会の形

成のために、県として重点的に取り組む施策を提示している。

オゾン層 成層圏に存在するオゾン（Ｏ3）の層。オゾン層は太陽光に含まれる有害な紫外線の大部分を吸収

し地球上の生物を守っている。フロン、ハロン、トリクロロエタン、四塩化炭素などは、化学的に

安定した物質であるため、大気中に放出されてもほとんど分解されずに成層圏に達し、成層圏では

太陽からの強い紫外線によって分解されて塩素原子が放出され、これが触媒となってオゾン層を破

壊する。オゾン層の破壊によって増加する紫外線は、白内障、皮膚がんの増加、皮膚免疫機能の低

下など、人の健康に大きな悪影響を及ぼす。また、植物に対しても成長阻害、葉の色素の形成阻害

などの悪影響を及ぼす。→ウィーン条約、モントリオール議定書、地球環境問題、特定フロン

温室効果ガス 太陽から流れ込む日射エネルギーを吸収して加熱された地表面は赤外線の熱放射をするが、大気中

には赤外線を吸収する気体があり、地球の温度バランスを保っている。これらの気体を温室効果ガ

スと呼ぶ。人間活動の活発化に伴い温室効果ガスの濃度が上昇しており、地球の温暖化が懸念され

ている。1997年12月に開催された気候変動枠組条約（→）第3回締約国会議（地球温暖化防止京都

会議、ＣＯＰ3）で、二酸化炭素（→）、メタン、一酸化二窒素、代替フロン（→）であるハイドロ

フルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄の6物質の排出削減目標が定められた。

→地球温暖化

岡山県産業廃

棄物処理税

本県では、産業廃棄物の発生抑制、リサイクルの促進、最終処分量の減量化を図るため、平成15年

４月１日から産業廃棄物処理税を導入している。納税義務者は、最終処分場に産業廃棄物を搬入す

る排出事業者（又は中間処理業者）。課税標準・税率は、最終処分場への搬入量１トンにつき1,000

円。税収は、「産業活動の支援」、「適正処理の推進」、「意識の改革」に要する経費に充当。平成21年

３月31日現在、岡山県を含め、27道府県・１政令市が産業廃棄物税を導入済み。

か～ 外来生物法 正式名称は「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」といい、生態系、人の

生命・身体、農林水産業に悪影響を与えるもの、与えるおそれのある侵略的な外来生物を特定外来

生物（→）として指定し、その飼養、栽培、保管、運搬、輸入といった取扱いを規制するとともに、

防除等を行うことで、特定外来生物による生態系等に係る被害を防止することを目的とし、平成16

年6月に制定され、平成17年6月から施行された。

岡山県環境審

議会

環境基本法に基づいて設置された審議会で、学識経験者及び関係行政機関職員40人以内で構成され

る。審議会では、県の環境の保全に関して基本的事項を調査審議することとなっている。→中央環

境審議会

お～

化学的酸素要

求量（COD）

水中の有機物を酸化剤で化学的に分解した際に消費される酸素の量で、湖沼、海域の有機汚濁を測

る指標。有機汚濁物質が多くなると高い数値を示す。→水質汚濁、生物化学的酸素要求量（BOD）、

富栄養化
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環境家計簿 通常の家計簿が金銭の出入りを通じて家庭の活動を把握し、記録するのと同じように、家庭における

環境に負荷を与える行動や環境に良い影響を与える行動を把握し、記録する家計簿。自分の生活を点

検し、環境との関わりを再確認するための有効な試みであり、市民の手によって広がりつつある。

環境基準 健康保護と生活環境の保全の上で維持されることが望ましい基準として、物質の濃度や音の大きさ

というような数値で定められているもの。この基準は、公害防止対策を進めていく上での行政上の

目標として定められるもので、ここまでは汚染してもよいとか、これを超えると直ちに被害が生じ

るといった意味で定められるものではない。典型７公害のうち、振動（→）、悪臭（→）及び地盤沈下

（→）を除く大気汚染（→）、水質汚濁（→）、土壌汚染（→）及び騒音（→）の４つについて環境基準が定

められている。→公害、要請限度

環境基本法 環境の保全に関し、国の政策の基本的な方向を示した法律で、平成5年11月に制定された。環境保

全の基本理念や国、地方公共団体、事業者、国民の役割、基本的な政策の方向などを示している。

→中央環境審議会

環境学習・環

境教育

かつての産業型公害が一定の改善を見たにもかかわらず、都市・生活型公害や地球環境問題（→）が

顕在化してきた原因は、大量消費型となってしまった私たちの生活様式による面も大きい。こうし

た状況に対応するためには、従来の規制行政に加え、私たち一人ひとりが環境に配慮した生活や行

動に心がけることが必要である。そのため、人間と環境との関わりについての学習、すなわち「環

境学習・環境教育」の推進が重要となっている。

環境月間 環境基本法で６月５日が環境の日とされているが、この日を含む６月中を環境月間とし、国、県、

市町村、民間団体などによって各種普及啓発事業が行われている。

環境税 環境に負荷を与える活動や製品を広く課税対象に捉える税で、ＣＯ2削減を主目的に1990年代初頭

からヨーロッパ諸国で導入されており、炭素税（→）のほか排水、肥料、殺虫剤等への課税例がある。

→グリーン税制

環境負荷 人が環境に与える負担のこと。単独では環境への悪影響を及ぼさないが、集積することで悪影響を

及ぼすものも含む。環境基本法（→）や岡山県環境基本条例（→）では、環境への負荷とは「人の活動

により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるもの」とし

ている。

環境ホルモン 正式には「外因性内分泌攪乱化学物質」といい、「動物の生体内に取り込まれた場合に、本来、そ

の生体内で営まれている正常なホルモン作用に影響を与える外因性の物質」と定義付けられている。

環境マネジメ

ントシステム

企業等が自主的に環境保全に関する取組を推進するに当たり、環境に関する方針、目的、目標等を

自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んでいく管理の仕組みで、ＩＳＯ14001（→）もその一つ。

環境ラベル 消費者がより環境負荷（→）の低い製品やサービスを選択するための指標として制定されているマー

ク等で、環境配慮という新しい判断基準で製品選択をすることによって、企業活動や社会を資源循

環型に変えるという効果が期待される。現在、ISO（国際標準化機構）では、環境ラベルをタイプ

I、タイプ II、およびタイプ IIIの3種類に分類して運用ルールなどの規格制定を進めている。代表

例としては、エコマーク（→）、国際エネルギースタープログラムなど。→グリーン購入

環境影響評価

（環境アセス

メント）

事業の実施が環境に及ぼす影響について、事業者自らが環境の構成要素ごとに調査、予測及び評価

を行うとともに、その事業に係る環境の保全のための措置を検討し、その措置が講じられた場合に

おける環境影響を総合的に評価すること。→岡山県環境影響評価等に関する条例

合併処理浄化

槽

生活排水のうちし尿と雑排水を併せて処理することができる浄化槽。これに対して、し尿のみを処

理する浄化槽を単独処理浄化槽という。水質汚濁（→）の原因として生活排水（→）の寄与が大きくな

っており、下水道の整備等と並んで、合併処理浄化槽の普及が求められている。

か～

資料編（環境用語の解説）

231岡山県環境白書



気候変動枠組

条約

正式名称は「気候変動に関する国際連合枠組条約」といい、大気中の温室効果ガス（→）の濃度を安

定させることを究極的な目的とした条約。平成4（1992）年5月9日に採択され、平成6（1994）年3

月に発効した。平成9（1997）年12月に京都で第３回締約国会議（ＣＯＰ３）が開催され、温室効

果ガスの排出削減目標が定められた。→地球温暖化

京都議定書 地球温暖化（→）防止に関する国際的取組を協議するため、1997年12月日本が議長国となって京都で

開催された「気候変動枠組条約（→）第３回締約国会議（ＣＯＰ３）」において採択され、削減すべ

き温室効果ガス（→）の種類（二酸化炭素（→）など６種類）、削減数値目標（日本は６％）や削減方

策等が定められた。ロシアの批准により2005年2月16日に発効した。

近隣騒音 カラオケなどの営業騒音、拡声機の騒音、家庭のピアノ、クーラーからの音やペットの鳴き声など

の生活騒音のこと。行政に寄せられる騒音苦情のうち、工場・事業場からの騒音はその数が減少傾

向にあるが、それに対して近隣騒音は増加傾向にある。こうした近隣騒音は、騒音の発生量として

は比較的小さく限られた近隣の生活者にだけ影響を与える場合が多いこと、被害感が近隣とのつき

あいの程度にも左右されるとともに、一人ひとりが場合によっては加害者にも被害者にもなりうる

といった特徴を持っている。→公害、騒音

く～ グリーン購入 環境への負荷が少ない製品やサービスを優先的に購入すること。製品やサービスの選択に当たって

は、資源の採取から廃棄までのすべての製品ライフサイクルにおいて環境負荷が小さいこと、環境

保全に積極的な事業者により製造、販売されること、などを重視する必要がある。

平成12年5月に「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（通称：グリーン購入法）が

成立し、国の諸機関ではグリーン購入が義務付けられたほか、地方公共団体にも努力義務が課され、

事業者及び国民には一般的な責務があるとされた。→エコマーク、環境ラベル

グリーン税制 環境政策における経済的手法のひとつとして、環境保全上の効果を持たせる目的で新税の導入や既

存税制の修正を行うこと。税(制)のグリーン化ともいう。→環境税

クリーンネッ

ト

台所の流しの排水口に取り付ける目の細かい網状の袋。家庭排水中の固型物を取り除くことができ

るので、身近な水路や河川、池などの水質保全に役立つ。岡山県では、下水道未整備地区に指定し

たクリーンネット使用実践地区を核に普及を図っている。

け～ 下水処理 家庭や工場・事業場から生じる汚水を排除し、処理した上で河川などへ放流すること。汚水は、沈

澱池で細かな土砂や比較的重い浮遊物を分離し、ばっ気槽で微生物の働きによって汚水中の有機物

を分解する。処理した後の水は、塩素などで消毒されて放流される。→合併処理浄化槽、公共下水

道普及率、生活排水

公害 戦後、我が国は目ざましい高度成長を遂げたが、その一方で昭和30年代中ごろから人の健康に著し

い被害を及ぼす公害が各地で発生し、大きな社会問題となった。深刻な状況を受けて昭和42年公害

対策基本法が制定され、以降、公害を防止、規制する措置がとられてきた。現在では、工場、事業

場などの経済活動を原因とする産業型公害に加え、都市化や生活様式の変化が原因となる都市・生

活型公害が大きな問題となっている。なお、大気汚染（→）、水質汚濁（→）、土壌汚染（→）、騒音（→）、

振動（→）、地盤沈下（→）、悪臭（→）が、典型７公害と呼ばれている。

き～

こ～

クールビズ 冷房時のオフィスの室温を28℃にした場合でも、「涼しく効率的に格好良く働くことができる」と

いうイメージを分かりやすく表現した、夏の新しいビジネススタイルの愛称。「ノーネクタイ・ノ

ー上着」スタイルがその代表。県では平成18年度から県民運動として取り組み、家庭にも冷房温度

を28℃にし、また冷房に頼らないライフスタイルを心がけるよう呼びかけている。

揮発性有機化

合物（VOC）

沸点が低いため常温常圧で容易に揮発する有機化合物の総称で、主なものにトリクロロエチレン、

テトラクロロエチレン、ジクロロメタンなどがある。揮発性有機化合物は、比重が水より重く、浸

透力が強くて難分解性のため、地表に漏えいした場合、土壌や地下水汚染を引き起こしやすい。一

方、大気中に排出された場合、光化学オキシダントや浮遊粒子状物質の生成の原因となる。このた

め、大気汚染防止法や水質汚濁防止法等で規制が行われており、特に大気汚染防止法では、平成18

年４月から新たに規制が開始された。→水質汚濁、大気汚染、土壌汚染、トリクロロエチレン
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公共用水域 河川、湖沼、港湾、海域などの公共の用に供される水域と、これに接続する水路などのこと。水質

汚濁に関する環境基準（→）は公共用水域を対象としており、水質汚濁防止法に基づき、工場及び事

業場から公共用水域に排出される水については排水基準が適用される。

航空機騒音 航空機騒音は、騒音レベルが高い上に影響の及ぶ範囲も広い。航空機による騒音公害を防止する目

標として一定規模以上の飛行場に対して環境基準（→）が設定されており、これを達成するために、

発生源対策や周辺地域の整備などの対策がとられている。

コージェネレ

ーション

発電と同時に発生した排熱も利用して、給湯・暖房などを行う電熱供給システム。従来の発電シス

テムでのエネルギー利用効率は40％程度で、残りは排熱として失われていたが、コージェネレーシ

ョンシステムでは最大80％まで高められる。これまでは紙パルプ、石油化学産業などで導入されて

いたが、最近ではオフィスビルや病院、ホテル、スポーツ施設などでも導入されつつある。

→新エネルギー

国際環境協力 開発途上国等では、熱帯林の減少（→）、砂漠化（→）、野生生物種の減少（→）など、人口の増大や環

境資源の不適切な管理などに起因する環境問題のほか、都市化及び工業化の進展により、かつて我

が国が経験したような公害問題に直面している。こうした問題の影響は1 国だけにとどまらず、地

球環境悪化の大きな要因ともなっている。この解決には、途上国自身の自助努力のほか、先進諸国

及び国際機関からの技術的、経済的援助が必要である。岡山県でも、専門家の派遣、研修員の受入

れなどを通じて、環境協力に積極的に取り組んでいる。→地球環境問題

国際環境法 環境保護を目的とする国際社会における国家の行動についての法的な規範のこと。多数国間の条約

や二国間の協定のほか、慣習法などがこれに含まれる。オゾン層（→）の保護のためのウィーン条約

（→）や気候変動枠組条約（→）といったものが代表例として挙げられる。

国連環境計画

（UNEP）

1972年に開催された国連人間環境会議（→）で採択された「人間環境宣言」及び「国連国際行動計画」

を実施に移すため設立された機関。既存の国連諸機関が実施している環境に関する活動を総合的に

調整管理するとともに、まだ着手していない環境問題に関して国際協力の推進を目的としている。

国連人間環境

会議（ストッ

クホルム会議）

「かけがえのない地球」をキャッチフレーズとして、1972年6月5日から16日までスウェーデンのス

トックホルムで開催された国際会議。この会議において、「人間環境宣言」を採択するとともに、

国連環境計画（→）の設立をはじめ多くの決議・条約が締結された。

公共下水道普

及率

行政区域内人口に対する公共下水道による処理区域人口の割合のこと。→合併処理浄化槽、下水処

理

公害防止管理

者

工場における公害防止体制を整備するため、「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」
に基づき、特定工場において公害防止に関する業務を統括する公害防止統括者、公害防止に関して
必要な専門知識及び技能を有する公害防止管理者の選任が義務付けられている。

こ～

こどもエコク

ラブ

幼児から高校生が大人のサポーターとともに環境保全について自主的に学び、活動するクラブ。環
境省が提唱する事業で市町村を窓口としての登録制となっている。

さ～ 最終処分場 廃棄物は、資源化又は再生利用される場合を除き、最終的には埋立などにより処分される。産業廃
棄物の場合は、埋め立てる産業廃棄物の種類によって、遮断型処分場、管理型処分場、安定型処分
場の三つのタイプに分けられる。→産業廃棄物、マニフェスト

光化学オキシ

ダント

工場や自動車から排出された炭化水素（揮発性有機化合物等）や窒素酸化物（→）が、太陽の強い紫

外線の作用を受けて化学反応することにより生成される酸化性物質（オゾン、パーオキシアセチル

ナイトレートなど）の総称。粘膜への刺激、呼吸への影響といった健康影響のほか、農作物などへ

も影響を与える。光化学オキシダントの発生は気温、風速、日射量などの気象条件の影響を大きく

受け、日射が強くて気温が高く、風の弱い日の日中に発生しやすい。県や市町村では光化学オキシ

ダントの濃度により、情報、注意報等を発令し、工場からの汚染質排出削減を要請したり、地域住

民に注意を促している。→大気汚染、揮発性有機化合物（VOC）

公害防止計画 公害が著しい地域や、今後人口や産業の急速な集中が予想されるなど公害が著しくなるおそれのあ

る地域について、公害の防止に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため策定される計画。県

内では「岡山・倉敷地域」と「備後地域」で計画が策定され、公害の防止に関する事業や施策が集

中的に実施されている。
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産業廃棄物 事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類な

ど21種類の廃棄物をいう。大量に排出され、また処理に特別な技術を要するものが多いことから、廃棄

物の処理及び清掃に関する法律により規制されている。→一般廃棄物、最終処分場、マニフェスト

酸性雨 化石燃料などの燃焼で生じる硫黄酸化物（→）や窒素酸化物（→）などが大気中に取り込まれて生じる

酸性の雨のこと。通常pH5.6以下のものをいう。欧米では、湖沼や森林などの生態系に深刻な影響

を与え、国境を越えた問題となっている。我が国でも、全国的に年平均値でpH4レベルの降水が観

測されている。我が国では、今のところ生態系への明確な影響は顕在化していないが、影響を受け

やすい湖沼や土壌の存在が確認されており、今後も酸性雨が降り続くとすれば将来影響が現れる可

能性がある。→地球環境問題

し～ ＣＦＣ（シー

エフシー）

クロロフルオロカーボンの略称。塩素、ふっ素及び炭素からなる物質で特定フロン（→）もこれに該

当する。冷媒、発泡剤、洗浄剤、噴射剤などとして広く使用されてきた。強いオゾン層破壊物質で

あるとともに強い温室効果ガス（→）でもある。先進国では、モントリオール議定書（→）に基づき

1995年末までに新たな生産等を全廃している。→オゾン層、特定フロン、ＨＣＦＣ、ＨＦＣ

自然公園 世界で最初の自然公園はアメリカのイエローストーン国立公園で、自然の優れた風景地を保護する

とともに、利用施設を整備して国民の保健、休養などに役立たせようという思想は、各国に大きな

影響を与えた。我が国では昭和6年に国立公園法が制定され、瀬戸内海国立公園をはじめとする国

立公園が指定された。昭和32年からは自然公園法と名称が変わり、現在では国立公園、国定公園、

都道府県立自然公園を総称して自然公園と呼んでいる。

地盤沈下 軟弱な地盤の地域で地下水を過剰に汲み上げることにより、地面が沈下する現象のこと。典型7公

害のひとつとされている。地盤沈下の特徴としては、進行が緩慢なこと、一度沈下すると復元が難

しいこと、水害・震災など他の災害を助長すること等がある。高度成長期に地下水の需要が増大し

たことから、大都市、工業都市を中心に地盤沈下が多発した。なお、岡山県内では今までのところ

顕著な被害は確認されていない。→公害

臭気指数 人の嗅覚を用いて、においの程度を判定する指標。具体的には、においのある空気を無臭の空気で

においが感じられなくなるまで希釈した場合の希釈倍数（臭気濃度）をもとにした数値。平成7年

の悪臭防止法の改正により、規制手法として制度化された。

循環型社会 大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして、廃棄より再使用・再生利用を第一に考え、新た

な資源の投入をできるだけ抑えるとともに、自然生態系に戻す排出物を減らすなど、環境負荷（→）

を極力低減するシステムを持つ社会を循環型社会と呼ぶ。現在の環境を保全するとともに、私たち

の将来の世代のため、循環型社会づくりは重要な課題のひとつである。→リサイクル

新エネルギー 政策的には「技術的に実用化段階に達しつつあるが、経済性の面での制約から普及が十分でないも

ので、石油代替エネルギーの導入を図るために特に必要なもの」と定義されており、エネルギー源

の性質により、大きく３つの形態に分類できる。①自然エネルギー（再生可能エネルギー）…太陽

光発電、太陽熱利用、風力発電（→）、バイオマスエネルギーほか　②リサイクル型エネルギー…廃

棄物発電、廃棄物熱利用、廃棄物燃料製造、未利用エネルギー　③従来型エネルギーの新利用形態

…燃料電池（→）、天然ガスコージェネレーション（→）、クリーンエネルギー自動車。なお、実用化

段階に達した水力発電や地熱発電、研究開発段階にある波力発電や海洋温度差発電は、自然エネル

ギーであっても新エネルギーには指定されていない。→太陽電池

砂漠化 砂漠化地域は毎年600万haの割合で増加している。原因としては、草地の再生能力を超えた家畜の

放牧や、休耕期間の短縮などによる地力の低下、木材の過剰な伐採、不適切なかんがいによる農地

の塩分濃度の上昇など、人間活動に起因するものも多い。砂漠化防止のため、1977年の国連砂漠化

防止会議において砂漠化防止行動計画が採択され、94年には砂漠化防止条約が採択された。我が国

では、砂漠化の実態の観測・監視やメカニズム解明に関する調査研究、植林事業の推進や乾燥地農

業の指導などにより、砂漠化対策に貢献している。→国際環境協力、地球環境問題

さ～

種の保存法 正式名称は「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」といい、国内外の絶滅のおそ

れのある野生生物を保護するために、平成5年4月に施行された。平成17年3月までに73種の国内希少

野生動植物種が定められ、個体の捕獲及び個体等の譲渡し等が禁止されている。→ワシントン条約
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振動 工場などの事業活動や建設作業、交通機関の運行などにより起こる地表面の揺れのこと。建物を振

動させて物的被害を与えたり、私たちの日常生活に影響を与える場合は公害（→）となる。振動に

よる影響を防止するため必要な措置を定めた振動規制法では、鉛直振動（上下方向の振動）につい

て規制がなされている。

す～ 水質汚濁 河川、湖沼、海域などの水域の水質が悪化すること。水質の汚濁については環境基準（→）が定めら

れており、その達成に向けて水質汚濁防止法等に基づき対策が進められている。

せ～ 生活排水 調理、洗濯、入浴、し尿など、日常生活に伴いに排出される排水のこと（このうち、し尿を除く生

活排水を「生活雑排水」という。）。こうした有機物質、窒素、りんを多く含む排水が河川、湖沼、

海洋に流入し、その水系の自然浄化能力を超え、富栄養化（→）状態となると、アオコ（→）や赤潮

（→）の発生原因となる。産業排水についてはこれまでの規制、指導の結果、改善されつつあるが、

生活排水については改善が進んでおらず、特に湖沼、湾など閉鎖性水域（→）の水質汚濁が著しいた

め、下水道の整備や、し尿と台所等の生活雑排水を一緒に処理する合併処理浄化槽（→）の設置促進

などの対策が進められている。→下水処理、公害、水質汚濁

政府開発援助

（ODA）

開発途上国への公的資金のうち、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の開発援助委員会の定めた要件を

満たすもの。その条件は、政府ないし政府の実施機関によって供与されるもの、開発途上国の経済

発展や福祉の向上に寄与することを主な目的とするもの、資金協力の供与条件が開発途上国にとっ

て重い負担とならぬよう無償部分が一定割合以上のものである。ＯＤＡは贈与・無償資金協力、技

術援助、国連諸機関・国際金融機関などへの出資・拠出及び政府借款で構成されている。→国際環

境協力

生物化学的酸

素要求量

（BOD）

水中の有機物を微生物が分解した際に消費される酸素の量で、河川の有機汚濁を測る指標。有機汚

濁物質が多くなると高い数値を示す。→化学的酸素要求量（COD）、水質汚濁、富栄養化

生物多様性 地球上の生物の多様さとその生息環境の多様さをいう。生態系は多様な生物が生息するほど健全で

あり、安定しているといえる。地球上の生物種、生態系及び遺伝子の多様性を保護するため、「生

物の多様性に関する条約」が採択され、我が国は1993年5月に批准している。

ゼロ・エミッ

ション

製品の製造過程で発生する廃棄物等をリサイクル（→）したり、他の産業の原料として活用すること

により、最終的に廃棄物をゼロにすること。循環型社会（→）における産業活動のモデルとして取組

が広がりつつある。

そ～ 騒音 睡眠を妨げたり会話を妨害するなど、生活環境を損なう「好ましくない音」「ないほうがよい音」

のこと。騒音は、航空機騒音などの特別な場合を除いて伝わる距離は小さく、音源から数100mを

超えることはまれである。騒音の発生源は多種多様であり、工場及び事業場、建設作業、各種交通

機関等からの騒音のほか、飲食店等の深夜営業に伴う騒音、拡声器による騒音、クーラーなどによ

る生活騒音等、様々な騒音が発生している。騒音による公害を防止するため騒音規制法等に基づい

て対策が進められている。→近隣騒音、公害

た～ ダイオキシン

類

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン及びコプラナーポリ塩化ビフェニ

ル（コプラナーPCB）をまとめてダイオキシン類と呼ぶ。ダイオキシン類は物を燃焼する過程など

で副成物として発生する。毒性については、人に対する発がん性があるとされているが、現在の日

本の通常の環境汚染レベルでは、問題となるレベルではないと考えられている。平成12年1月15日

から施行されたダイオキシン類対策特別措置法においては、環境基準、ダイオキシン類の排出規制、

環境調査の実施等が定められている。

し～ 新幹線鉄道騒

音・振動

新幹線鉄道の運行に伴い発生する騒音及び振動のこと。新幹線は、高速大量輸送機関として重要な

役割を果たしている反面、沿線地域での騒音振動問題も発生している。新幹線鉄道の騒音対策の目

標として「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」が設定されている。また、振動対策については、「環

境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動対策について」（指針）が示されている。ＪＲでは、環境基

準と指針を受けて新幹線鉄道騒音・振動障害防止対策処理要綱を定め、発生源対策と沿線地域での

障害防止対策を進めている。
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代替フロン オゾン層（→）を破壊する特定フロン（→）の代替品のこと。第４回モントリオール議定書（→）締約国

会議で、先進国では1995年末までに特定フロンを全廃することが決まり、フロンガスの代替品とフ

ロンガスの分解技術に関する研究が進められている。特定フロンの代替品としてはハイドロフルオ

ロカーボン、パーフルオロカーボンなどがあるが、これらの物質については温室効果ガス（→）のひ

とつであり、地球温暖化（→）防止の観点から排出削減の対象となっている。

太陽電池 シリコン半導体などを利用して太陽光から電気エネルギーを得る装置のこと。発電過程で公害を発

生させることがなく、無尽蔵な発電方法として注目を浴びている。石油ショック以降急速に技術開

発が進み、現在では腕時計や電卓などのほか道路標識や街路灯などの電源にも使われている。しか

し、大規模な発電を行うには、さらに高効率、低価格化の必要がある。→新エネルギー

炭素税 地球温暖化（→）防止のため、温室効果ガス（→）のひとつである二酸化炭素の排出に対し税金又は課

徴金を課し、その財源は環境保護や新エネルギー（→）開発等に活用するというもの。経済的手段に

より二酸化炭素排出量の削減を図るもので、オランダやスウェーデンでは既に施行されている。

ち～ チーム・マイ

ナス６％

京都議定書による我が国の温室効果ガス６％削減約束に向けて、国民一人ひとりがチームのように

一丸となって地球温暖化防止に立ち向かうことをコンセプトに、平成17年４月から政府が推進して

いる国民運動。

地球温暖化対

策の推進に関

する法律

地球温暖化対策の推進を図ることを目的とした法律で、平成10年10月に制定された。温室効果ガス

（→）排出抑制などに関する国、地方公共団体、事業者、国民の責務と取組などを示している。→地

球温暖化、地球環境問題

地球環境問題 影響・被害が国境を越え、ひいては地球規模に至る環境問題、又はその解決のために国際的な取組

が必要とされる環境問題のこと。通常地球環境問題としては、地球温暖化（→）、オゾン層（→）の破

壊、酸性雨（→）、熱帯林の減少（→）、砂漠化（→）、野生生物の種の減少（→）、海洋汚染、有害廃棄

物の越境移動、開発途上国の公害問題の９つの事象が挙げられる。→国際環境協力

地球サミット

（環境と開発

に関する国連

会議、

UNCED）

1992年6月ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開催された国際会議で、国連環境開発会議とも称す

る。この会議には約180か国が参加し、100か国以上の元首、首脳が自ら出席するなど、史上かつて

ない大規模な会議となった。この会議では気候変動枠組条約（→）と生物多様性（→）条約の署名が開

始されるとともに、環境と開発に関するリオ宣言、アジェンダ21及び森林原則声明などの重要な文

書も合意された。

窒素酸化物

（NOx）

物が燃える際に、空気中の窒素や物の中に含まれる窒素分が酸素と結合して発生する物質。発電所

や工場のボイラー、自動車エンジンなどで燃料が燃える際に一酸化窒素（ＮＯ）が発生し、これが

さらに酸化されて二酸化窒素（ＮＯ2）となる。通常、一酸化窒素と二酸化窒素とを合わせて窒素酸

化物（ＮＯx）と呼ぶ。二酸化窒素は、人の健康に影響を与えるだけでなく、太陽光に含まれる紫

外線により光化学反応を起こし、光化学オキシダント（→）を生成する。窒素酸化物による大気汚染

を防止するため、大気汚染防止法等により対策が進められている。→硫黄酸化物、公害、大気汚染

中央環境審議

会

環境基本法に基づいて設置された審議会。環境大臣が任命する学識経験者の委員30人以内で構成さ

れ、環境の保全に関する基本的事項、重要事項の調査審議等を行う。→岡山県環境審議会

た～ 大気汚染 代表的な汚染物質としては、硫黄酸化物（→）、窒素酸化物（→）、一酸化炭素（→）、浮遊粒子状物質

（→）、光化学オキシダント（→）などがあげられる。我が国では、1960年ごろから三重県四日市や倉

敷市水島でコンビナートからの硫黄酸化物による大気汚染が問題となった。このため、大気汚染防

止法による排出規制と、公害健康被害の補償等に関する法律による被害者の救済がなされている。

近年は、有害大気汚染物質（→）の排出抑制対策も推進されている。→公害

地球温暖化 二酸化炭素（→）、メタン、一酸化二窒素、フロン類などの温室効果ガス（→）の排出量増加により、

地球全体の平均気温が上昇すること。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次評価報告書で

は、21世紀末（2090年から2099年）の平均気温上昇は、化石エネルギー源を重視しつつ高い経済成

長を実現する社会では約4.0℃（2.4℃～6.4℃）と予測している。→地球環境問題
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天然ガス自動

車

圧縮した天然ガス（地下から産出するメタンを主成分とする可燃性ガス）を燃料とする自動車。ガ

ソリン車のエンジンがほぼそのまま使え、走行性能はガソリン車並みで黒煙を全く出さず、窒素酸

化物や二酸化炭素の排出量も今までの車より少ない低公害車（→）である。現在、イタリアやロシア

など天然ガスが多く産出される国々で多くの天然ガス自動車が使われている。日本でも、大都市部

を中心に普及が進められている。→大気汚染

と～ 特定フロン モントリオール議定書（→）附属書Ａのグループ１に属する５種類のＣＦＣ（→）のことである。先進

国では、モントリオール議定書に基づき他のＣＦＣなどとともに1995年末までに新たな生産等を全

廃している。→代替フロン

土壌汚染 揮発性有機化合物（→）や重金属などにより、土壌や地下水が汚染されると、人間や動物の健康を害

したり植物を枯らすなどの公害（→）を引き起こすことになる。近年、工業技術の進歩により多様な

化学物質が使用されるようになり、土壌汚染を含めて様々な環境汚染が新たな問題となってきたた

め、平成3年、土壌汚染に係る環境基準（→）が設定され、現在、カドミウム等27項目について基準

値が設定されている。また、平成14年4月に施行された「岡山県環境への負荷の低減に関する条例」

や平成15年2月に施行された「土壌汚染対策法」により、人の健康の被害を防止するための措置等

の対策が実施されている。

トリクロロエ

チレン

有機塩素系の化学物質でトリクレンとも呼ばれる。常温では液体で、いろいろな有機物質を溶かす

力が強いため、工場や事業所などで油分や繊維製品のよごれを落とす目的で使われている。しかし、

トリクロロエチレンは肝臓や腎臓に障害を及ぼしたり発がん性があるため、大気汚染防止法や水質

汚濁防止法に基づき規制が行われている。→水質汚濁、大気汚染

特定外来生物 ブラックバスやカミツキガメなどの海外起源の外来生物であって、生態系、人の生命・身体、農林

水産業へ被害を及ぼすもの、又は及ぼすおそれがあるものの中から指定される。特定外来生物に指

定されると、ペットも含めて飼育、栽培、保管又は運搬、譲渡、輸入、野外への放出などが禁止さ

れ、これに違反すると3年以下の懲役、または300万円以下の罰金（法人の場合には1億円以下の罰

金）が課せられる。→外来生物法

に～ 二酸化炭素

（CO2）

炭素を含んだ物質が燃えることによって発生する気体。近年、石油、石炭などの化石燃料の消費が増

加したことから、二酸化炭素発生も増加している。二酸化炭素は、地球温暖化（→）の原因とされる温

室効果ガス（→）の主体であることから、各国が協調して排出の抑制に努めることが求められている。

ね～ 熱帯林の減少 熱帯地域に分布する森林が、過度な焼畑耕作、燃料としての過剰採取、放牧地や農地への転用、不

適切な商業伐採などにより減少している。熱帯多雨林域の高温多湿な気候は、地球上で最も種の多

様性に富んだ生態系となっており、地球上の生物種の半数がそこに生息するといわれている。また、

熱帯林は大気の浄化や二酸化炭素（→）の吸収、酸素の供給などにも大きな役割を果たしており、熱

帯林の保全に国際的な取組が必要となっている。→地球環境問題

て～ 低公害車 従来のガソリン車やディーゼル車に比べて、排出ガス中の汚染物質の量が大幅に少ない自動車のこ

と。電気自動車（→）、メタノール自動車（→）、天然ガス自動車（→）、ハイブリッド自動車（→）など

をいう。地球温暖化（→）対策や大気汚染（→）対策の一つとして期待されている。なお、ガソリン自

動車等の中で性能の優れた「低燃費かつ低排出ガス車」の認定制度が設けられ、自動車税のグリー

ン化が行われている。また、燃料電池（→）自動車についても一部市販が始まったところであるが、

費用や技術面等多くの課題があり、事業化へ向けて更なる研究開発が進められている。岡山県では、

公用車への低公害車導入など、普及に努めている。

特定粉じん 大気汚染防止法では、アスベスト（石綿）（→）を「人の健康に係る被害を生じるおそれのあるもの」

と規定し、アスベストを使用する一定規模以上の施設を「特定粉じん発生施設」と規定し、工場・

事業場の敷地境界基準（10本／r）を設け、規制している。また、吹付けアスベストやアスベスト

含有断熱材・保温材等の解体、除去、囲い込み・封じ込めの作業について、「特定粉じん排出等作

業」と規定し、工事の規模に関係なく事前届出、飛散防止措置等の基準が設定されている。

電気自動車

（EV）

バッテリーに蓄えた電気でモーターを回転させて走る自動車のこと。排気ガスを出さず、騒音も少

ないため、地球にやさしい自動車として自治体等で導入されているが、速度や走行距離などの性能

面や価格面でまだ一般のガソリン車等に劣るため普及は進んでいない。→低公害車
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バイオマス エネルギー資源として利用できる生物体のこと。利用方法としては、燃焼して発電を行うほか、ア

ルコール発酵、メタン発酵などによる燃料化や、ユーカリなどの炭化水素を含む植物から石油成分

を抽出する方法などがある。ゴミや下水汚泥などの廃棄物に含まれている有機分の利用も研究され

ており、廃棄物処理と石油代替エネルギーの両方に役立つ。
ばいじん 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴い発生するススその他の物質のことで、大

気汚染防止法に基づいて排出基準が定められている。なお、物の破砕などに伴って発生したり飛散

したりするものは粉じんという。→大気汚染
ハイブリッド

自動車

エンジンと電気モーターの２つの動力源を備えたハイブリッド(複合)システムにより、高効率で走

行することができる自動車のこと。走行状況に応じて、エンジンの駆動力とエンジンで発電したバ

ッテリーからの電力を使ったモーター駆動力を適切に組み合わせて制御するため、燃費が大幅に向

上するほか、窒素酸化物（→）や黒煙などの大気汚染物質の排出も低減される。現在、乗用車が市販

されるなど、その普及が図られている。→低公害車
ひ～ ＰＲＴＲ（ピ

ーアールティ

ーアール）

環境汚染物質排出移動登録（Pollutant Release and Transfer Register）の略であり、環境汚染のおそ

れのある化学物質の排出量や廃棄物としての移動量を事業者に届け出させ、行政機関がこれらのデ

ータを公表することにより、事業者による有害化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境影響

を防止していく手法。わが国では、平成11年にＰＲＴＲ法（特定化学物質の環境への排出量の把握

等及び管理の改善の促進に関する法律）が制定され、平成14年4月1日から本格施行された。

ppm（ピーピ

ーエム）

微量物質の濃度を表示する単位。100万分の1が1ppmとなる。水1r中に1mgの物質が溶けている濃度が

1ppmである。大気汚染の場合は、１m3の大気中に1㎝3の汚染物質が存在する場合の濃度を1ppmという。
ビオトープ 野生生物が安定的に生息できる空間のこと。近年では、河川、道路、緑地、公園などの整備に際し

ても、ビオトープの維持や再生、創出に配慮した取組がなされるようになっている。
非政府組織

（NGO）

政府や行政から独立して公共のための活動を行う非営利の民間団体のこと。中でも、自然保護やリ

サイクル活動などの環境保全活動に取り組んでいる団体を環境ＮＧＯと呼び、全国に約4,500団体

が活動している。
ふ～ 風力発電 風の力で風車を回して発電する方法。風力エネルギーは無尽蔵で無公害だが、気象による発電量の

変化が大きい。→新エネルギー

は～ 排煙脱硫装置、

脱硝装置

石油、石炭などの化石燃料を燃焼すると、硫黄酸化物（→）や窒素酸化物（→）が発生する。これらは

健康に被害をもたらすとともに、大気中で硫酸や硝酸に変化し酸性雨（→）の原因となる。脱硫装置

は、排ガス中の硫黄酸化物をアルカリ溶液等で吸収、除去する。脱硝装置は、アンモニア接触還元

法や接触分解法により排ガスから窒素酸化物を除去する。→公害、大気汚染

ね～ 燃料電池 水素と酸素との化学反応により電気を発生させる装置で、理論的には排出ガスを出さず、発電効率

も高く、発電の際発生する熱が暖房・給湯等に利用できるため、大気汚染防止や地球温暖化（→）防

止対策のほか電源の分散化にも有効であり、次世代の有力な新エネルギー（→）として期待されてい

る。現在、家庭用燃料電池コージェネレーション（→）システムが市場投入段階に入りつつある。
の～ 農薬汚染 農薬は、農産物や樹木などに対して使用されるため、食品中に残留したり、肉類や乳製品に濃縮さ

れたりすることによって、健康に影響を及ぼす可能性がある。このため我が国では農薬取締法や食

品衛生法により、製造・販売や使用を適正に行うよう規制している。本県では、水質保全の観点か

らゴルフ場農薬の適切な使用等を図るため、その排水口や下流の公共用水域まで農薬の調査を実施

している。

バイオテクノ

ロジー

有用な生物を育種したり生体関連物質を利用したりする技術のこと。生命技術、生命工学ともいう。

遺伝子を組み替えて生活に役立つ物質を造り出す技術や、異なる種類の細胞を融合させて新たな生物

を造り出す技術などのほか、ポプラなどの樹木を用いて大気汚染物質を浄化したり、環境の汚染状況

などを測るために生物をセンサーとして利用する技術なども、バイオテクノロジーの一種である。

ＰＣＢ（ピー

シービー）

ポリ塩化ビフェニル（Poly Chlorinated Biphenyl）の略称。熱分解しにくい、電気絶縁性が高いな

どの性質から電気機器の絶縁油などに使用されていたが、生物の体内に蓄積されて有害な作用を引

き起こすことが判明し、1974（昭和49）年には製造・輸入が禁止された。無害化処理施設の設置が

困難であったことから、PCBを含む廃棄物は、各事業者によって保管されていたが、2001(平成13)

年に施行されたPCB特措法に基づき、国主導で設置された全国５カ所の処理施設で、無害化処理が

進められている。
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へ～ 閉鎖性水域 外部との水の交換が少ない湖沼、内湾、内海などの水域をいう。児島湖や瀬戸内海は閉鎖性水域に

当たる。流入してくる汚濁物質が外部へ流出しにくいため、大都市や工業地帯に面している閉鎖性

水域では、水質汚濁（→）や富栄養化（→）が進行しやすい。

ほ～ 放射性廃棄物 原子力発電所や原子力燃料の精製、再処理工場からは、放射能を帯びた廃棄物が発生する。鏡野町

にある日本原子力研究開発機構（日本原子力機構）人形峠環境技術センターでは、ウランの転換、

濃縮等の試験から解体技術の研究開発に移行しており、これらの過程で発生した低レベル放射性廃

棄物はドラム缶などに封入され、施設内で保管管理されている。県では、日本原子力機構に対し放

射性物質等の厳重な管理を求めるとともに、人形峠環境技術センター周辺の環境放射線等の監視測

定を行っている。

ま～ マニフェスト

（産業廃棄物

管理票）

産業廃棄物（→）の不法投棄を防止し、適正処理を徹底するため、事業者が排出するそれぞれの産業

廃棄物に付ける管理伝票のこと。廃棄物の受け渡しや処理の流れを明らかにすることにより、排出

事業者が廃棄物の処理状況を自ら把握することができる。1998年（平成10年）度から、電子マニフェ

ストを利用することも可能となっている。→最終処分場

め～ メタノール自

動車

石油代替エネルギーのひとつであるメタノールを燃料とする自動車のこと。二酸化炭素（→）や窒素

酸化物（→）の排出量が少なく、黒煙もほとんど出ない低公害車（→）である。また、燃料のメタノー

ルはさまざまな原料から製造できるのも利点となっている。→大気汚染

モントリオー

ル議定書

ウィーン条約（→）に基づき、オゾン層（→）の変化による悪影響から人の健康及び環境を保護するた

め、オゾン層を破壊する物質の生産量及び消費量の規制措置等を定めたもの。1987年に採択され、

その後1992年の改正では、ＣＦＣ（→）等の新たな生産等を1995年末までに全廃することなどが定め

られた。→特定フロン

や～ 野生生物種の

減少

地球上には多様な野生生物の種が生息、生育しているが、国際自然保護連合によれば5000種以上の

動物が絶滅の危機にさらされている。野生生物種の減少の主な原因は、人類の活動である。いった

ん絶滅した種を、再び蘇らせることができない以上、野生生物の種の減少を防止することは、将来

の地球、人類自身のためにも極めて重要なこととなっている。→地球環境問題、ラムサール条約、

ワシントン条約、種の保存法

ゆ～ 有害化学物質 人の健康又は生活環境への被害や生態系への支障を生ずるおそれのある物質。（大気汚染防止法、

水質汚濁防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、特定化学物質の環境への排出量の把握等及

び管理の改善の促進に関する法律などで指定され、取扱いを規制された化学物質など。）→公害

有害大気汚染

物質

継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質で大気の汚染の原因となるもの。

平成8年の大気汚染防止法改正で追加された。大気汚染による人の健康被害が生ずるおそれがある

程度高いと考えられる有害大気汚染物質として、ベンゼン、トリクロロエチレン等22物質が指定さ

れている。

ふ～ 富栄養化 湖沼などの閉鎖性水域（→）で、プランクトンの増殖や水生植物の生育に必要な栄養塩類（窒素やり

んなどを含む化合物）の濃度が必要以上に増加する現象をいう。生活排水（→）や肥料などが流れ込

み、富栄養化が進むと、プランクトンが異常増殖し、赤潮（→）、青潮（→）、アオコ（→）の発生する

原因となる。児島湖や瀬戸内海の富栄養化状態の改善のため、広域的な取組がなされている。→公

害、水質汚濁

フロン類 平成13年6月に制定された特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律

（フロン回収破壊法）の対象となるＣＦＣ（→）、ＨＣＦＣ（→）及びＨＦＣ（→）を一括して指す用語。

フロン回収破壊法では、オゾン層（→）の保護と地球温暖化（→）の防止のため、業務用の冷凍空調機

器を廃棄する際にこれらの機器に充填されているフロン類の回収、破壊等が義務付けられた。→特

定フロン、代替フロン、温室効果ガス

も～

浮遊粒子状物

質（SPM）

ばいじん（→）、粉じんなどの大気中の粒子状物質のうち、粒径10マイクロメートル以下のものをい

う。人の呼吸器に沈着し、健康を害するおそれがあるため、環境基準（→）が設定されている。工場

等の事業活動や自動車の走行に伴い発生するほか、黄砂や風による巻き上げ等の自然現象によるも

のもある。→大気汚染
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ら～ ライフ・サイ

クル・アセス

メント（ＬＣ

Ａ）

製品の生産から消費、廃棄に至るすべての段階において、その製品が環境へ与える負荷を総合的に

評価する手法のこと。これまでは、製品の使用や廃棄に伴う有害物質の排出の有無、処理やリサイ

クルの容易性など、特定のプロセスだけを評価範囲としたものが多い。このため使用、廃棄の段階

での環境への負荷が少なくても、原料採取、製造、流通などの段階での環境への負荷が大きく、全

体としては環境への負荷の低減には寄与しない製品が生産されてしまう可能性がある。そこで、経

済社会活動そのものを環境への負荷の少ないものに変革するために、世界的にLCAの重要性が認識

され、研究が進められている。また、国際標準化機構（ＩＳＯ）においても国際標準化の作業が進

められている。→ＩＳＯ14000シリーズ

ラムサール条

約

正式名称は「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」といい、湿地及び湿地特

有の動植物の保全を図るため1971年2月に締結された。各国が適当な湿地の指定と登録を行い、登

録湿地の保全、人為的干渉による変化等の情報の通報、湿地への自然保護区の設定と水鳥の保全な

どについて協力することを定めている。我が国では釧路湿原、クッチャロ湖、琵琶湖など33か所

（平成19年3月現在）を重要湿地として登録している。→野生生物種の減少

り～ リサイクル 不用となったものをそのまま、又は加工するなど必要な手を加えて再度活用すること。ごみの減量

化を図り、環境にやさしい循環型社会（→）を構築するためには、使い捨てになれた私たちの意識の

変革と、効率的なリサイクルシステムをつくりあげることが必要である。

リスク・アセ

スメント

ある地域に住む人びとが、その地域で環境中に放出されるさまざまな化学物質にさらされることに

よって、起こるかもしれない健康影響の種類とその可能性を数量的に予測すること。複数の化学物

質による汚染が、人の健康に与える危険性を客観的な数値として算定できるという点で優れたもの

であるが、正確な予測を行うためには多数の化学物質すべてについて、毒性、環境への放出量、環

境中での移動、人への摂取経路がわかっていなければならない。→リスク・マネージメント

リスク・マネ

ージメント

リスク・アセスメント（→）によって予測される健康被害を防止するため、いくつかの代替案の比較

を通して最も適切な対策を選択していくための手法である。この中では、環境への放出を削減する

方法や削減可能な量あるいは危険性の減少効果などを評価するとともに、対策を進める際の社会的、

経済的な影響についても検討が行われる。

れ～ レッド・デー

タ・ブック

絶滅のおそれのある野生動植物種に関するデータ集。1966年に国際自然保護連合が世界的な規模で

絶滅のおそれのある野生動物をリストアップしたのが最初である。日本では、平成元（1989）年に

環境庁が日本版レッド・データ・ブックを発表している。本県では県内の野生生物の現状について、

平成10年度から14年度までの５か年計画で、調査検討し平成14年度末に岡山県版のレッド・デー

タ・ブックを発刊した。→野生生物種の減少

わ～ ワシントン条

約

正式名称は「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約」といい、国際取引の規

制により希少な野生生物の保護を目指すもので、1973年にワシントンの会議で採択された。対象は

生物だけでなく、はく製、毛皮、きばなども含まれる。この条約を受け、日本国内では「絶滅のお

それのある野生動植物の種の保存に関する法律」（種の保存法）により希少野生動植物種の譲渡等

が規制されている。→野生生物種の減少

ゆ～ 有機水銀 メチル基、エチル基などのアルキル基やフェニル基などと水銀とが結合している化合物のこと。か

つては農薬などに使用されていたが、無機水銀に比べて毒性が強いので現在は禁止されている。熊

本県水俣で発生した水俣病は、工場から排出されたメチル水銀が魚介類に蓄積され、これを住民が

摂取したことが原因である。有機水銀は、水質汚濁（→）に係る環境基準（→）が設定され、水質汚濁

防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律で厳しく規制されている。→公害

よ～

要請限度 騒音規制法及び振動規制法に基づき定められた、自動車交通に係る騒音・振動の基準のこと。自動

車騒音・道路交通振動が、この基準を超えた場合、市町村長は都道府県公安委員会等に対して対策

の要請等を行うことができる。→環境基準、振動、騒音

容器包装リサ

イクル法

正式名称は、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」といい、一般廃棄物

（→）の半分を占める容器包装ごみの減量化を図り、リサイクル（→）を積極的に進めるため、平成7

年6月に制定され、平成9年4月から施行された。消費者が分別排出し、市町村が分別収集し、事業

者がリサイクルをするというそれぞれの役割分担などを示している。
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